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１．目的 

 

 

 本書初版は過去に発生した事故の原因究明などを通して、芳香、消臭、脱臭、防臭剤の製造、使用等の際に生

じるﾘｽｸ及びﾘｽｸ要因を把握し、事故の未然防止に努め、当該製品の品質及び安全性の向上を図るために 2000 年

に作成されたものである。 

 当室が先に策定した「家庭用化学製品に関する総合ﾘｽｸ管理の考え方」に基づき、事業者が製品の設計、製造

から使用、廃棄に至るまでの総合ﾘｽｸ管理の手順を定め、「芳香・消臭・脱臭・防臭剤の安全確保ﾏﾆｭｱﾙ」を作成

する際の手引き書となるものである。 

 1997 年の日本中毒情報ｾﾝﾀｰの受信ﾃﾞｰﾀによると 1,059 件の芳香消臭脱臭剤に関する問い合わせが報告されて

いる（総受信数の 2.96%）。その 98.8%が食べた、飲んだ、なめたなど不慮の事故によるものであった。特に 3

才以下の乳幼児、60 才以上の高齢者による事故が目立っている。一方、芳香、消臭、脱臭、防臭剤関連事業者

が自ら行った調査（主要 9 社の集計）によると 1997 年 7 月～1998 年 9 月までの 1 年間に製品の安全性や人体に

関するｸﾚｰﾑが 82 件、問い合わせが 481 件報告されている。ｸﾚｰﾑの内訳を剤型別にみるとｴｱｿﾞｰﾙ 47.6%、ｹﾞﾙ 22.

0%、固体 22.0%となっており、販売数量に比べｴｱｿﾞｰﾙのｸﾚｰﾑ率が高くなっている。 

 これら過去に報告された事故を分析し、それらの事故が何に起因して起こったかを明らかにするとともに、特

に頻度の高い事故、重篤度の高い事故を未然に防ぐ方策を検討することが重要である。 

今回、初版当時には販売されていなかった自動噴射型芳香消臭剤 エアゾール型に関して、厚生労働省から公

表される「家庭用品等に係る健康被害病院モニター報告」等で事故事例が報告されていることを受け、安全確保

の内容を新たに追加した。自動噴射型芳香消臭剤 エアゾール型については、平成 23 年度以降の厚生労働省か

ら公表される家庭用品等に係る健康被害病院ﾓﾆﾀ-報告によると、予期せぬ噴射によって薬剤が眼に入った事例や、

廃棄の際に無理にエアゾール缶に穴を開けて顔や眼にかかった事例が報告されている。 

また、「ニオイ」は人それぞれの感じ方に違いもあることから、良い匂いであっても不快に感じる等といった

苦情が発生していることもあり、これに関する考え方について記載した。 

その他の内容も 2000 年の作成以降改訂がされていなかったため、合せて全体の見直しも行い改訂新版として

作成した。今後も製品による健康被害の実態を把握していき、本手引を改訂していく。 

本手引きはこれらの事故を未然に防止するための指針を示したものであり、下記の人々に利用されることを想

定している。 

 

 ①芳香・消臭・脱臭・防臭剤の製造（輸入）業者 

 ②芳香・消臭・脱臭・防臭剤の販売業者 

 ③消費者および消費者団体 

 ④消費者被害対策担当者 

 ⑤家庭用化学製品規制担当者 

 ⑥生活教育関係者 
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２．適用範囲 

 

   本手引きは一般消費者の用に供されるものであって、主目的として芳香、消臭、脱臭、防臭又はこられの組

み合わせによる機能が付与された製品について適用する。芳香剤、消臭剤、脱臭剤、防臭剤とは次の定義による

ものとする。 

 

 

 

 

          説    明 

 

  芳香剤  

 

空間に芳香を付与するもの 

 

  消臭剤  

 

臭気を化学的又は感覚的作用等で除去又は緩和するもの 

 

  脱臭剤  

 

臭気を物理的作用等で除去又は緩和するもの 

 

  防臭剤  

 

 

他の物質を添加して臭気の発生や発散を防ぐもの 
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３．リスク管理の手順 

 

  総合ﾘｽｸ管理は以下の手順で行う。 

 

 （１）設計段階における基本要件 

 

 （２）設計段階におけるﾘｽｸ管理 

       ①ﾘｽｸ要因（ﾊｻﾞｰﾄﾞ）の網羅的洗い出し及びそのﾁｪｯｸﾘｽﾄ化 

       ②過去の事例の参照などを通じた各ﾊｻﾞｰﾄﾞのﾘｽｸ評価 

       ③ﾘｽｸの許容性評価 

       ④ﾘｽｸ削減策の検討とその選択（優先順位の決定） 

 

 （３）市販後のﾘｽｸ管理 

       ①消費者情報の収集及び製品並びに配合化学物質のﾘｽｸに関する最新情報の調査 

       ②ﾘｽｸ管理 

         ・表示、ﾗﾍﾞﾙ、警告内容の変更 

         ・製品・容器の改良 

         ・製造・販売方針の変更 

       ③健康被害事例の調査 

 

 （４）ﾘｽｸｺﾐﾆｭｹｰｼｮﾝ 

      ①情報の提供とﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

         ・製品表示、取扱い説明書 

         ・健康被害事例に関する検討結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

       ②ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ体制の整備・改善 

       ③消費者の理解と安全行動の推進 

      ・安全教育、地域ｾﾐﾅｰなどの参画 

         ・ﾒﾃﾞｨｱ又はﾈｯﾄﾜｰｸを介したｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 

 

 （５）ﾘｽｸ削減技術の開発 

       ①ﾌｪｲﾙｾ-ﾌ･ﾌｰﾙﾌﾟﾙｰﾌの採用 

       ②ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞﾘｽﾄの採用 

 

 （６）品質保証 

       （１）～（５）のﾘｽｸ管理を行うに当たって品質保証ｼｽﾃﾑを整備し、文書化することによって設計～廃  

     棄に至るまでのﾘｽｸ管理を総合的に行う。 
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４．設計段階における基本要件 

    

    製品設計の段階で考えられる要件のうち、製品企画を行う際に製品として適当か否かを判断する事項また 

 はﾘｽｸの削減について考慮されるべき事項は次のとおりである。 

 

   （１）製品を本来の目的で使用したとき、使用者などに対して受容できない健康上のﾘｽｸを与えないこと。 

 

   （２）製品は、使用者の健康上のﾘｽｸをできる限り少なくするように設計され製造されること 

 

   （３）製品の性格から、健康上のﾘｽｸを除去できない場合は、設計の変更や警告表示を含めた適切なﾘｽｸ削減

     策を講じること。 

 

   （４）(３)によっても除去できない健康上のﾘｽｸがある場合には、使用者に対してその危険性を適切に知らせ

     ること 

 

   （５）製品は、誤使用をできるだけ減らすような設計であること。 

 

  （６）乳幼児、高齢者、認知症患者などの危険認知能力が十分にない者等に対するﾘｽｸを減らすように配慮

した設計であること。また、香りの感じ方については個人差があるので、使用・設置者以外の周囲の

方への影響についても考慮して設計すること。 

 

 （７）製品の安全性等に関して、使用者の声や新しい技術的知見について広く把握しつつ、それらを適宜製

品設計に反映するように努力すること。 

 

   （８）通常の輸送、貯蔵、および家庭環境で起こりうる過酷条件下でも、製品は上記(1)､(2)を満たすように、

設計され、製造され、包装されること。 

 

   （９）製品および内容物の廃棄における作業者の健康上のﾘｽｸおよび廃棄による環境汚染のﾘｽｸに配慮するこ

     と。 
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５．設計段階におけるリスク管理 

 

（１）暴露に関する要因特定 

  事業者は通常の使用や予見可能な誤使用／事故により生じうる仮定的な暴露データを取得し､リスク  

  を特定できるように①～⑨の要因を検討する。  

 

    ①製品の剤型 

      芳香、消臭、脱臭、防臭剤に用いられる剤型としてはｹﾞﾙ、ｴｱｿﾞｰﾙ、液体、含浸、固形などが考えれ、

     製品を設計するに当たっては使用場面を勘案し、剤型に起因する危険性を予測しておく必要がある。 

 

    ・ｹﾞﾙ 

          ｹﾞﾙﾀｲﾌﾟの芳香剤、消臭剤などの中には食品との混同されやすい形状、中身のものがあり､皮膚に 

接触するリスクよりも誤食の可能性が多く考えられる。 

 

     ・液体 

       香料の揮散性を高める目的でｱﾙｺｰﾙなどの水よりも揮発性の高い溶剤が使用される場合がある。 

           また、液体ﾀｲﾌﾟのものは特に容器からの液漏れ、詰め替え時の液漏れ、あるいは使用時の液の飛び 

         散りなどによる皮膚への接触や吸入の可能性が考えられる。 

 

       ・固体（粉末、顆粒、錠剤を含む） 

          食品との混同されやすい形状、中身のものがあり､誤食の可能性が考えられる。粉末、顆粒ﾀｲﾌﾟ  

     のものは吸入の可能性が考えられる。 

 

    ・ｽﾌﾟﾚｰ（ﾎﾟﾝﾌﾟｽﾌﾟﾚｰ、ｴｱｿﾞｰﾙ） 

      使用時に高濃度の中身が揮散するので､皮膚への接触や吸入の可能性が考えられる。ｴｱｿﾞｰﾙﾀｲﾌﾟのも

のについては容器の腐食、高温による破裂の可能性が考えられる。 

 

    ・自動噴射型芳香消臭剤 

  通常のｴｱｿﾞｰﾙ品のﾘｽｸに加え、予期せぬ噴射による吸入や接触の可能性が考えられる。 

 

     ・ｼｰﾄ 

           内溶液が含浸又は練り込まれている形状が多く､皮膚への接触の可能性が考えられる。乳幼児や 

認知症の方に対しては誤食の可能性が考えられる。      

 

   ②物理化学的性状 

          各剤型において下記の物理化学的性状を考慮し、ﾘｽｸ分析を行うこと 

          ｹﾞﾙ        ･･･pH、ｹﾞﾙ強度、離水量、反応性、安定性（光、熱、その他）、色、ﾆｵｲ、揮散速度、

重量、容積、引火点、凝固点、分解性、蓄積性など 

           液体      ･･･pH、粘度、反応性、安定性（光、熱、その他）、色、ﾆｵｲ、揮散速度、重量、容 積、

比重、表面張力、引火点、沸点、融点、分解性、蓄積性など 

           固体        ･･･粒子径、嵩密度（疎・密）、重量、容積、表面積、反応性、安定性（光、熱、そ 

            の他）、揮散速度（昇華性物質の場合）、色、ﾆｵｲ,流動性、飛散性、付着性、硬  

           度、引火点、分解性、蓄積性など 

      ｽﾌﾟﾚｰ(ﾉﾝｶﾞｽ)･･･噴霧粒子径、付着率、pH、粘度、反応性、安定性（光、熱、その他）、色、ﾆｵｲ、

             噴霧量、噴霧状態、重量、容積、揮散速度、比重、表面張力、引火点、分解性、 

            蓄積性など 

           ｴｱｿﾞｰﾙ    ･･･噴霧粒子径、付着率、反応性、安定性（光、熱、その他）、製品圧力、噴霧量、 

             噴霧状態、重量、容積、pH、粘度、揮散速度、比重、表面張力、引火点、分解   
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           性、蓄積性など 

      

     ③生物学的性状 

      毒性、生体効果、生体影響などを考慮し、ﾘｽｸ分析を行うこと 

 

    ④配合成分 

          配合成分の決定に当たっては揮散性化学物質の物理化学的性状、安全性などを把握した上で選定す 

   ること（一般的な芳香、消臭、脱臭、防臭剤の成分組成については付録参照のこと）。 

     また、安全性などに関する情報の収集の仕方については後述（5-(3)）する。 

     香料原料の使用制限については世界の香料業界が自主的に定め、自主的に運営する IFRA（Internat

ional Fragrance Association）実施要綱（Code of Practice）、具体的には IFRA スタンダードがあり、

日本の香料業界もこの自主基準を遵守している。 

http://www.ifraorg.org/en-us/standards#.WQGRTE-7qUk 

                                       

      ⑤使用方法 

         実際の使用場面を想定し、吸入、皮膚・粘膜への接触、他の薬剤との混合の可能性などを考慮し、  

      ﾘｽｸ分析を行うこと。 

 

     ⑥使用頻度 

         製品が実際に使用される頻度を想定し、ﾘｽｸ分析を行うこと。使用頻度を具体的に予測する方法とし 

       ては製品のﾕｰｽﾃｽﾄなどが考えられる。また、常時使用するものなのか、用時使用するものなのか、使   

     用場所はどこか、使用量はどれくらいかなども勘案し、総合的にﾘｽｸを分析する必要がある。 

 

        ・常時使用するもの 

           ｹﾞﾙﾀｲﾌﾟ、液体ﾀｲﾌﾟなど 

     ・用時使用 

            ｴｱｿﾞｰﾙﾀｲﾌﾟ、ｽﾌﾟﾚｰﾀｲﾌﾟ（ﾉﾝｶﾞｽｽﾌﾟﾚｰ）、粉末ﾀｲﾌﾟ、燻煙ﾀｲﾌﾟ、ｷｬﾝﾄﾞﾙﾀｲﾌﾟなど 

 

・常時および用時使用 

    自動噴射型芳香消臭剤 

 

     ⑦使用量 

        ・適正使用量、通常使用量の範囲 

 

            ＜常時使用するﾀｲﾌﾟ＞ 

               揮散性化学物質の揮散量（使い始め、使用期間中）、対象空間の容積、温度、場所を考慮し、

ﾘｽｸ分析を行うこと。空間の濃度は使用する空間の広さによって変わるので、対象とする 空間に

よって使用量を調節する必要がある。 

 

            ＜用時使用するﾀｲﾌﾟ＞ 

                一回当たりの使用量（噴霧量、揮散量）、対象空間の容積、温度、場所を考慮し、ﾘｽｸ分析を

       行うこと。空間の濃度は使用する空間の広さによっても変わるので、対象とする空間によって 

      使用量を調節する必要がある。 

 

＜常時および用時使用するﾀｲﾌﾟ＞ 

   常時使用設定時における揮散性化学物質の揮散量（噴霧量、噴霧間隔の設定）、および用時使

用における一回当たりの使用量（噴霧量、揮散量）、対象空間の容積、温度、場所を考慮し、ﾘｽ

ｸ分析を行うこと。空間の濃度は使用する空間の広さによって変わるので、対象とする空間によ

って使用量を調節する必要がある。       

http://www.ifraorg.org/en-us/standards#.WQGRTE-7qUk
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        ・異常使用量 

             大使用量（一度に使い切るなど）、連続使用、異常高温下での使用、狭い空間での使用等、使用

       方法を逸脱する使用を考慮し、ﾘｽｸ分析を行うこと。 

 

     ⑧使用場所 

         一般消費者用として市販されている芳香、消臭、脱臭、防臭剤にはﾄｲﾚ用、室内用、車用、台所用、 

       冷蔵庫用、洗面所用、玄関用、下駄箱用、ｺﾞﾐ箱用、ﾍﾟｯﾄ用、などの用途の製品があるが、これらの製  

      品が使われる場所の環境について次のような要因を考慮して、ﾘｽｸ分析を行う必要がある。 

      

     ・空間の容積 

       ﾄｲﾚ、風呂、車などは比較的狭い空間である。 

 

         ・空間の密閉性 

 

         ・火気がある場所での使用 

             香料、溶剤や噴射剤など可燃性の成分が多く含まれている製品を台所などの火気のある空間で使 

          用すると引火したり、爆発する可能性がある。また、火気の近くに製品を置くと製品の温度が上昇 

     し、引火、爆発の可能性がある。 

 

         ・電気製品に使用する場合 

       可燃性ｶﾞｽを使用した製品を電機製品に対して使用すると静電気などで引火したり、爆発する可 

     能性がある。 

 

         ・使用する場所の温度 

       夏の車のﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞの上などは 80 度を越える場合がある。このような高温になる場所で使用する

      と化学物質の揮散速度が速くなったり、ｴｱｿﾞｰﾙ缶の内圧が上昇したりする。また、直射日光の当た

      る場所やﾎｯﾄｶｰﾍﾟｯﾄの上なども高温になることが予想される。 

 

         ・水まわりで使用する場合 

       洗面所、風呂、台所など水まわりで使用するｴｱｿﾞｰﾙ製品はｻﾋﾞによる腐食の可能性がある。 

 

    ⑨容器、包装形態 

      ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、ｶﾞﾗｽ、陶器、金属、紙など材質の違いによる容器、包装の特性を把握し、それらに起因   

        するﾘｽｸを分析すること。 

         ・容易に変形したり、破損したりする材質、構造ではないか？ 

     ・保存安定性は確保できているか？ 

         ・乳幼児、高齢者、認知症患者などの危険認識能力が十分にない者等の誤飲、誤食、誤使用を想定し

た設計になっているか？ 

         ・燃焼時に有毒ｶﾞｽが発生しないか？ 

   

    ⑩製品表示、取り扱い説明書 

         製品表示に当たっては各種法律、自治体の条例などが定める品質表示実施要領を優先して表示する 

   こと。その他については芳香消臭脱臭剤協議会自主基準及び日本オートケミカル工業会の業界自主統一表 

示基準に準拠して行うこと。 
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 （２）ハザードの特定 

 

   ①配合成分 

       製品の使用状態に応じて下記の毒性データを収集すること 

       ・使用される化学物質の毒性 

          急性毒性（経口） 

     急性毒性（経皮） 

     急性毒性（ガス） 

     急性毒性（蒸気） 

     急性毒性（粉塵およびミスト） 

     皮膚腐食性／皮膚刺激性 

     眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 

     呼吸器感作性または皮膚感作性 

     生殖細胞変異原性 

     発がん性 

     生殖毒性 

     特定標的臓器毒性（反復暴露） 

     吸引性呼吸器有害性 

                  

    ・使用される化学物質の揮発性、燃焼性、引火性、着火性、爆発性、腐食性など 

       ・混合製剤（商品）としての毒性 

       ・光や熱による分解等の反応生成物の毒性 

       ・他製品と混合した場合起こりうる反応生成物の毒性 

       ・使用量、使用回数に伴う暴露量 

 

    ②容器・包装形態 

     ・容器の破損や腐食による溶出、漏れなど 

     ・製品の不具合、欠陥など 

     ・詰替用製品の誤使用 

 

   ③使用方法・誤使用 

     ・他製品との併用 

      例）酸性製品と塩素系漂白剤の併用による塩素ｶﾞｽの発生 

       ・使用形態類似によるもの 

      例）食品との混同 

     ・詰替に伴うもの 

      例）詰替時、液が眼に入った 

        詰替をそのまま使用した 

     ・過量使用によるもの 

         例）ｽﾌﾟﾚｰを標準使用量以上使用した 

       ・別用途の使用 

         例）室内用の芳香剤を車で使用した 

             生ｺﾞﾐ用の消臭剤を食品に直接ｽﾌﾟﾚｰした 

       ・使用期間や使用条件を逸脱した使用 

         例）ｴｱｿﾞｰﾙ缶を自動車内の直射日光の当たるところで保管し、爆発した 

     ・電力やｴﾈﾙｷﾞｰを必要とすることに起因すること 

     ・使用説明・表示の不適切 

         例）使い方が複雑で誤使用を招き易い 

             説明が不十分で誤使用を招き易い 
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       ・火災の危険性があるもの 

         例）お香、ｷｬﾝﾄﾞﾙ芳香剤、線香などを燃えやすいものの近くで使用し、火災が発生した 

             裸のままのｷｬﾝﾄﾞﾙ芳香剤を机の上で使用し、火事になった 

     ・警告表示の不適切 

         例）「混ぜるな危険」表示をしていなかった 

     ・製品の用途の多様性によるもの 

         例）「芳香・消臭・除菌・除湿剤」の様に多機能を標榜し、誤飲、誤食などの時に対応に困るもの 

       ・未使用品や使用途中の製品の廃棄方法によるトラブル 

 

 （３）リスク調査 

 

    ５－（２）で特定したﾊｻﾞｰﾄﾞについて、その影響の種類と重篤度及び確率を個別に解析する。 

 

   ①注意点 

 

       ・不具合、欠陥、誤使用がなくても起こりうるか 

      ・一つの不具合、欠陥、誤使用で起こるか 

     ・複数の不具合、欠陥、誤使用が重なった時にだけ起こるか 

      ・乳幼児、高齢者、認知症患者などの危険認識能力が十分にない者等の使用または誤用 

  

   ②当該製品の安全性に関する情報収集 

 

       ・規格基準（付録（３）参照） 

           法律による規制基準 

          関連する規格基準 

          業界による規制基準  など 

          

       ・国内・国外情報（付録（４）参照） 

          国内外の印刷物による情報 

          CD-ROM やｵﾝﾗｲﾝで提供される各種ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

          国内外の公共機関から出される情報 

          化学物質の SDS(SAFETY DATA SHEET) など 

 

       ・消費者情報（付録（５）参照） 

          社内ｸﾚｰﾑﾃﾞｰﾀ                     国民生活ｾﾝﾀｰ、消費生活ｾﾝﾀｰの情報        

          過去の事故例の検討               消費者調査                              

          （財）日本中毒情報ｾﾝﾀｰの情報     ｱﾝｹｰﾄ調査など                           

 

       ・学会（付録（６）参照） 

           

      ・関連団体からの情報 

          

   ③製品の安全性 

       製品の安全性は各成分の SDS や各種文献などから明らかにしておかなければならない。但し、毒性情 

      報が得られない成分を含む場合は製品の使用状態に応じて下記毒性試験を行うものとする。 

       ・急性経口毒性試験（単回投与経口毒性試験） 

       ・急性経皮毒性試験（単回投与経皮毒性試験） 

       ・皮膚刺激性試験 

    ・眼粘膜刺激性試験 
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    ・変異原性試験 

       ・吸入毒性試験／神経毒性試験 

    ・抗原性試験（Ⅰ型ｱﾚﾙｷﾞｰ性）／皮膚感作性試験（Ⅳ型ｱﾚﾙｷﾞｰ性） 

    ・発生・生殖毒性試験 

         芳香、消臭、脱臭、防臭剤の安全性を評価する場合には、個々の配合成分（香料、消臭剤、溶剤、界

    面活性剤、など）についてだけではなく製品としての評価も重要である。 

 

   ④製品の安定性 

 

         次の試験を実施することによって製品の安定性を確認すること。なお試験は a.を実施し、必要に応じ

       て b.または c.を実施する。 

 

    ａ.加速試験  

     目  的：一定の流通期間中の品質を短期間で推定するために実施する。 

     試験条件：原則として 40℃（±2℃）  

          （対照として室温保存品も置いておくこと） 

     試験期間：おおよその流通期間を考慮して、製品特性に応じて適宜期間を設定する。  

       b.保存期間 

     目  的：一定の流通期間中の品質を確認するために実施する。  

     試験条件：室温 

     試験期間：おおよその流通期間を考慮して期間を設定する。  

       c.過酷試験（日光暴露試験、高温試験、低温試験） 

     目  的：種々条件下における安定性を推定するために実施する。  

     試験条件：光、温度、湿度等の条件を考慮し、試験条件を設定する。 

     試験期間：条件に応じて適切な試験期間を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

（４）リスクの許容性評価 

 

      ５－（３）のﾘｽｸ調査、試験結果に基づき、想定される事故内容を列挙し、頻度・危険度のﾚﾍﾞﾙを評定し、

その防止策を講ずる優先順位を決める。 

 

        例）液体芳香剤        

 

 

想定される事故内容 

 

 

  頻 度 

 

  危険度 

 

 

備 考 

 

 

 注）危険度 

   大・・・重篤な健康被害が懸念される 

    中・・・中度の健康被害が懸念される 

    小・・・軽度の健康被害が懸念される 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多 

 

中 

 

少 

 

大 

 

中 

 

小 

 

中身を飲んだ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

気分が悪くなった 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

液が皮膚についた 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

液が目に入った 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

         ・ 

         ・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

また､開発段階から使用するリスクアセスメント手法として､日本科学技術連盟が主体となり､提案した 

R-Map(Risk Map：リスクマップ)がある。 

R-Map(Risk Map：リスクマップ)とは、縦軸に「発生頻度」、横軸に「危害の程度」のマトリックスを 

使用して、リスクの大きさを表現する手法である。受入れられないリスク領域や安全領域をビジュアルに 

表現することが可能である。対策前のリスク、対策のリスク低減効果、対策後のリスクを同じマトリック 

ス上に記入することができる。 

国際規格の中でも IEC 規格では，「その危害の重大さ」と「危害の発生確率」をそれぞれ x 軸， 

y 軸にとり，二次元座標でリスクの大きさを表現する方法が推奨されており、致命的な危害にかかわる

リスクで あっても，一定レベル以下の頻度に達すると受け入れるという国際規格の考えによる。 

 評価手法としては R-MAP の活用も推奨する。 

リスクアセスメント・ハンドブック（実務編） 経済産業省 

http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/risk_assessment_practice.pdf#search=%27RMAP%27 
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（５）リスク削減方策 

      想定される事故に対してその防止策、ﾘｽｸ削減方法を検討する 

 

       例）液体芳香剤 

 

 

 想定される事故内容 

 

 

 

 対象者 

 

 

  原 因 

 

 

 

                         

      とりうる対策 

 

 

 

 

 備 考 

 

 

 

子 

供 

 

老 

人 

 

成 

人 

 

中身を飲んだ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品類似形状 

食品類似の香り 

 

 

 

 

 

形状変更 

香りの種類変更 

注意表示、応急処置法をﾊﾟｯｹｰｼﾞ

に記載する 

誤飲防止機構の採用 

苦味剤などの添加 

 

 

 

 

 

 

 

 

気分が悪くなった 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

香料量 

体質、嗜好によ

るもの 

 

香料量の削減 

注意表示、応急処置法の記載 

 

 

 

 

 

 

液が皮膚についた 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

使用方法 

詰替方法 

 

 

液が漏れにくい、飛び散 

りにくい機構の採用 

注意表示、応急処置法の記載 

 

 

 

 

 

液が目に入った 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

使用方法 

詰替方法 

 

液が飛び散りにくい機構の採用 

注意表示、応急処置法の記載 

 

 

 

 

    ・ 

    ・ 
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（６）リスク削減方策による新たなリスクの発生 

       ﾘｽｸ削減方策を講じることによって発生する新たなﾘｽｸを列挙し、その対策を検討し、必要があれば７．

   ﾘｽｸ調査に戻る。 

 

       例）液体芳香剤 

 

       対  策 

 

     新たなﾘｽｸ 

 

  新たなﾘｽｸに対する対策 

 

  備 考 

 

形状変更 

 

 

 

 

 

 

 

香りの種類変更 

 

 

 

 

 

 

 

注意表示、応急処置法を 

ﾊﾟｯｹｰｼﾞに記載する 

 

記載事項が多くなり表示が見 

にくくなる 

 

表示面積を拡大する 

 

 

 

 

 

誤飲防止機構の採用 

 

成人でも開けにくくなる 

 

使用方法を丁寧に書く 

 

 

 

苦味剤などの添加 

 

苦味剤の毒性 

 

毒性の低い苦味剤を選定する 

 

 

 

香料量の削減 

 

 

商品機能（匂いがしない）の 

低下 

 

安全性を確保し、機能を損な 

わない配合量の設定 

 

 

 

 

液が漏れにくい、飛び散 

りにくい機構の採用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ・ 

     ・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）最終リスク評価・判断 

       評価はﾘｽｸ調査分析と、科学的な根拠及び家庭用品規制法第３条（事業者の責務）の主旨を踏まえて、 

  経済性、技術的可能性を加味して行われなければならない。最終的なﾘｽｸ評価・判断は各企業において決   

   定されるものであり、ﾘｽｸ管理の責任者は評価の根拠について良く理解しておくと共に、現場において具   

   体的なﾘｽｸ回避、軽減対策が徹底されるよう指導しなければならない。 

 

 

 

        （参考）家庭用品規制法第３条 

 

 

      

      

 

 

家庭用品の製造又は輸入の事業を行う者は、その製造又は輸入に係る家庭用品に含有される 

物質の人の健康に与える影響をはあくし、当該物質により人の健康に係る被害が生ずること 

のないようにしなければならない。 
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６．過去の健康被害事例について 

 

（１）健康被害の発生状況 

  ①：（財）日本中毒情報ｾﾝﾀｰが収集した情報 

       1997 年に日本中毒情報ｾﾝﾀｰが受信したﾃﾞｰﾀによると受信総数 35,721 件のうち 1,059 件（2.96%）が芳

香、消臭、脱臭剤に関するものであった。経路別には 97.4%が経口であり、吸入が 1.1%、皮膚が 0.8%と

続き、経口による事故が圧倒的に多い。また、年齢別には 0～5 才が全体の 84.9%、60 才以上が 8.8%、 2

0-59 才が 1.7%、6-19 才が 1.6%と続き、乳児、幼児による事故がその中心を占めている。その誘引として

は不慮の事故によるものがほとんどである。 

 

  ②：芳香消臭脱臭剤協議会が収集した情報 

    芳香消臭脱臭剤協議会が自ら行った調査（主要 9 社の集計）によると 1997 年 7 月～1998 年 9 月までの

1 年間に製品の安全性や人体に関するｸﾚｰﾑや問い合わせが 563 件報告されており、その内訳はｸﾚｰﾑが 82

件、問い合わせが 481 件であった。ｸﾚｰﾑの内、「薬剤が指につく」というのが最も多く、全体の 23.2%を

占め、「ﾆｵｲが悪くて気分が悪い」13.4%、「香りが強すぎる」9.8%、「身体異常」8.5%、「色が手につい

て落ちない」7.3%、「気分が悪い」6.1%、「顔に液がかかった」6.1%となっている。 

    一方、問い合わせは「食べた、飲んだ、なめた」48.6%、「安全性、副作用、長期連用」28.7%、「成 

   分、材質」10.2%、「廃棄処理方法」8.5%と続く。問い合わせでは誤って食べた、飲んだ、なめた場合 

   の対処法についてが多く、次いで成分などの安全性などとなっている。 

    剤型別に見ると、ｸﾚｰﾑではｴｱｿﾞｰﾙ（47.6%）、ｹﾞﾙ（22.0%）、固体（22.0%）、液体(3.7%)、含浸  

 （3.7%）となっている。問い合わせではｹﾞﾙ（51.4%）、ｴｱｿﾞｰﾙ（15.8%）、固体（13.9%）、液体 （10.0%）、 

含浸（8.9%）となっている。 

    1996 年の芳香・消臭剤の販売構成比はｹﾞﾙ（39.7%）、ｴｱｿﾞｰﾙ（25.3%）、液体（17.2%）、その他  

 （17.8%）となっている。 

 

  ③：厚生労働省が収集した情報 

     厚生労働省が実施している平成 27 年度家庭用品等に係る健康被害病院モニター報告によると､吸入 

事故等に関する総報告件数は 1,201 件で、平成 26 年度（1,075 件）より増加した。 

原因と推定され家庭用品等を種別で見ると、平成 26 年度と同様、殺虫剤（医薬品等を含む。以下  

   同じ）の報告件数が最も多く、269 件であった。次いで洗浄剤（住宅用・家具)222 件、漂白剤 122  

   件、芳香・消臭・脱臭剤 77 件、防水スプレー72 件、除菌剤 55 件、洗剤（洗濯用・台所用）52 件、 

園芸用殺虫・殺菌剤 41 件、排水パイプ用洗浄剤 34 件、忌避剤 31 件の順であり、上位 10 品目の全体

   に占める割合は、81.2％であった。 

芳香・消臭・脱臭剤に関する事例は 77 件（有症率 63.6％）で、平成 26 年度の 97 件（有症率 68.0％） 

より減少した。製品の形態は、エアゾール 33 件（平成 26 年度：37 件）、ポンプ式スプレー26 件  

（平成 26 年度：31 件）であった。 

     スプレー製品に特徴的な形態として自動噴射型芳香消臭剤 エアゾール型があり、人が近くにいる 

時に突然噴射した等の事例は 13 件で、平成 26 年度（13 件）と同様であった。このうち、小児によ 

る事例は ４件で、平成 26 年度（１件）より増加しており、小児がのぞき込んだ時や触った時に噴射 

した事例も散見されるため、設置場所は注意すべきである。 また、カートリッジや電池を交換する 

際は、噴射口の先を自身や他人に向けないようする等、注意すべきである。 
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 ④：エアゾールによる健康被害事例（厚生労働省 家庭用品等に係る健康被害病院ﾓﾆﾀｰ報告ﾃﾞｰﾀより抜粋） 

   ・芳香・消臭・脱臭剤（ｽﾌﾟﾚｰﾀｲﾌﾟ）  

     2 歳女児 ﾄｲﾚの棚上に置いてｴｱｿﾞｰﾙ式消臭剤を、子どもが取って顔に向け１回噴射し、眼に入った。 

 

・芳香・消臭・脱臭剤（自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型） 

     4 歳女児 室内に設置していた自動噴射型ｴｱｿﾞｰﾙを、子どもが覗き込んだ状態で１回噴射ﾎﾞﾀﾝを押し 

た。顔にかかり眼に入った。 

 

・芳香・消臭・脱臭剤（自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型） 

     75 歳 男性 庭で自動噴射型ｴｱｿﾞｰﾙのｶﾞｽ抜きをしようと缶に穴開けたところ、残液が噴出し顔に 

 かった。ﾏｽｸやﾒｶﾞﾈはしていなかった。     

                                

（２）国内における健康被害事例のまとめ    

       国内における芳香・消臭・脱臭・防臭剤による健康被害の発生状況はほとんどが 0～5 才未満の乳児、

幼児及び 60 才以上の高齢者による誤食、誤飲などの不慮の事故である。それ以外ではわずかにｴｱｿﾞｰﾙ製

品の吸入による健康被害が見られた。                                                     

 芳香、消臭剤などを誤食、誤飲した場合の中毒症状は成分組成からみて毒性は低く、大量でない

限りほとんどの場合経過観察ですむ。しかし、誤飲、誤食した場合は成分、摂取量などの確認が重

要である。 

 

（３）健康被害を防止するための具体策 

       乳幼児、高齢者、認知症患者などの危険認識能力が十分にない者等による誤飲・誤食を防止するための 

方策  

    ・食品と混同されやすい容器形状を避ける 

    ・誤飲・誤食されにくい処方検討（苦み剤の検討など）を行う 

    ・誤飲・誤食されにくい包装、容器の構造（ﾚｼﾞｽﾀﾝﾄｷｬｯﾌﾟの採用など）にする 

    ・使用方法をわかりやすく記載する 

       誤飲・誤食した場合の被害を最小限にするための方策 

    ・安全性の高い原材料を使用する 

    ・適切な応急処置方法を記載する 

     エアゾールによる健康被害を防止するための方策 

    ・安全性の高い成分を使用する 

        ・容器の耐圧温度を考慮する 

 

（４）文献等からの情報 

    香粧品香料素材の安全性については、世界の香料業界が自主的に安全確保を目的とした IFRA 実施要綱 

（Code of Practice）、具体的には IFRA スタンダードを示しており、最終製品の種類、用途、および賦

香率に応じて皮膚感作性、光毒性、光アレルギー性、神経毒性等が懸念される素材についてはその使用

の禁止や制限を自主基準として定めている。 

http://www.ifraorg.org/en-us/standards#.WQGRTE-7qUk 

 

     一般的に揮散する成分を含む製品（例えば化粧品、香水、殺菌剤、抗菌製品、芳香剤、いわゆるｱ

ﾛﾏｾﾗﾋﾟｰ用精油など）はその成分が顔面などの皮膚について吸着濃縮され、airborne allergens*と

なる可能性も考えられている。このような製品についてはそれらの皮膚刺激性、皮膚感作性、抗原性

等の文献等を参照しつつ必要に応じて考慮の対象とする必要がある。（付録(14)：皮膚障害・皮膚感作

性・抗原性についての文献情報、付録(15)参照：抗菌製品によるｱﾚﾙｷﾞｰ事例）。 

    また製品から揮散した成分は主として吸入によって体内に摂取されると考えられるが、成分の吸

入による毒性が検討されている場合は少ない。また、吸入後、神経系機能や内分泌かく乱系にどの

ような影響を及ぼすかについてもこれまでほとんど明らかにされておらず、今後の研究課題である。

http://www.ifraorg.org/en-us/standards#.WQGRTE-7qUk
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それらについては今後、その検討結果について文献情報を活用する等して、必要に応じて考慮の対

象とする必要がある。（付録(16)参照：香料原料及び香粧品の吸入毒性文献一覧）。 

    実際の製品に於いてはこれ文献からの情報を元にその製品の用途、使用方法、使用量（使用時の

濃度）などを考慮し、健康被害を未然に防止する対策を講じる必要がある。 

        上述のような、香料の安全性に関する諸情報につき、RIFM（Research Institute for Fragrance 

Materials）では、情報サイトを立ち上げ取り纏めている。 

http://fragrancematerialsafetyresource.elsevier.com/ 

         

 

 

 ＊airborne allergens（エアボーンアレルゲン） 

  室内空気中のガス状あるいは浮遊微粒子状のアレルギー性物質（アレルゲン）。皮膚表面に吸着・蓄

積されたり、呼吸器系を通じて吸入された結果、アレルギー性接触皮膚炎、喘息などのアレルギー症状

を引き起こす原因となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://fragrancematerialsafetyresource.elsevier.com/
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７．品質保証 

 

   （１）品質保証システムの整備 

 

   ①設計、受け入れ（製品、原料）、製造、輸送、保管、販売、ｻｰﾋﾞｽ、廃棄の各段階での作業活動内  

    容の系統的な分類 

 

          設計           製品規格項目の設定 

                          （規格試験法、ﾊﾟｯｹｰｼﾞ規格、処方、製造ﾌﾛｰ、原料規格、部材規格、製造条件 

                          など） 

                          製品規格書作成 

 

         受け入れ        受け入れ検査(ﾊﾟｯｹｰｼﾞ規格、原料規格、部材規格 などに合致しているかのﾁｪｯｸ) 

 

          製造           製造条件設定、品質検査 

                          作業標準書、製造記録の作成 

 

          輸送            梱包形態、輸送条件の設定 

 

          保管            保管条件の設定 

 

          販売            営業、流通からの商品情報収集と分析 

 

          ｻｰﾋﾞｽ           ｸﾚｰﾑ情報の収集と分析 

 

      ②品質保証のための方針立案 

             

       例）  製造にあたっては、人為的な誤りの防止、汚染及び品質低下の防止、品質の保証等に十分配  

               慮すること。 

                そのために、次の諸事項に留意すること。 

 

  ①構造、設備 

                  ・ちり、粉塵等が製品に混入しないよう、構造上の注意を払うこと。                    

                 ・品質管理のために必要な試験室や設備を備えていること。ただし他の試験・研究機関等  

                   を利用して自己の責任において試験を行う場合はこの限りではない。 

                ②管理 

                  ・製造管理責任者と品質管理責任者を指定し、責任体制を明確にすること。 

                 ・作業員に対する教育及び訓練を十分に行うこと。 

                  ・製造の標準書及び作業手順書を設定しこれにそって作業を行うこと。                  

                 ・試験実施計画を作成し、計画的に品質管理のための試験、検査を実施すること。 

                  ・設備、器具等を定期的に点検整備すること。 

                  ・ロットの追求が行えるような作業体制とし、その記録を整備すること。このため、 

                    － 各作業工程、例えば秤量、原材料の受払い等の際に十分なﾁｪｯｸを行うこと。 

                    － 製造工程の最終段階における品質ﾁｪｯｸを十分行うこと。 

                  ・出荷後の製品の品質ﾁｪｯｸのため、必要な検体を適当な条件下で、製品の流通期間を考慮 

          して十分な期間保存すること。 

                  ・記録を整備し、少なくとも 3 年間保管すること。 

                  ・製品に対する苦情を含めた必要な情報を収集、記録して、製造管理及び品質管理の改善 
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          に役立てること。 

                  ・製造を他に委託する場合は、委託者が製造及び製品についての責任をもち、検体、記録  

                   等の保管責任にあたること。 

                  ・各作業室は、混同や手違いが起きぬよう、原材料、器具等を所定の場所に整備すること。 

                  ・成分及びその含有量等については、安全性が次ぎの諸点において確認されていること。 

                     － 使用される成分は、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」に基づく既

             存化学物質又は公示化学物質、「労働安全衛生法」の公表化学物質並びに天然物で

             あること。 

                     － 製品は、「毒物及び劇物取締法」第２条第１項に規定する毒物又 は同条２項に規  

                       定する劇物であっては、ならない。 

                     － 製品の安全性の確認にあたっては、製品又は成分について必要と思われる毒性等に 

                        ついての試験デ－タを保持すること。この場合、安全性に関する既存文献又は原料  

                       供給会社等から提供された信頼性ある資料であってもよい。     

 

           ③品質保証ｼｽﾃﾑの整備 

            ・品質監査 

              品質管理組織の整備に当たり社内での役割分担を明確にし、連携を密にしなければならな

いが、品質 監査は設計者側の立場からではなく、消費者の立場で行うことが望ましい。 

            ・品質保証ｼｽﾃﾑのﾌﾛｰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

 

              例）品質保証ﾌﾛｰ図 
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（２）品質管理ﾏﾆｭｱﾙ等の文書化と実行の確認 

     

         上記の品質保証ｼｽﾃﾑは品質管理ﾏﾆｭｱﾙなどに文書化する。又、これを実行するに当たっては正常に機  

      能しているかを品質保証責任部門がﾁｪｯｸすることが望ましい。 

 

   （３）品質検査、製造記録の作成、管理、保存 

 

         原材料受け入れ試験結果記録、品質試験結果記録、製造記録などを作成し、管理、保管すること。 

 

    例）ﾁｪｯｸ（原料受け入れ時、製造時、製品出荷時等の検査、確認、評価など） 
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８．市販後のリスク管理 

 

   （１）消費者相談窓口の設置 

 

         販売後は消費者相談窓口を設置し、責任者をおいて健康被害事例などの収集と改善を行うこと。 

 

   （２）中毒情報ｾﾝﾀｰなどへの製品情報の提供 

 

         自社製品の安全性に関する情報を中毒情報ｾﾝﾀｰなどに提供し、万一の事故に備え、迅速な対応が出来 

      るようにしておく。 

 

   （３）関係機関との連携強化 

 

         （財）日本中毒情報ｾﾝﾀｰの情報、国民生活ｾﾝﾀｰ、消費生活ｾﾝﾀｰ、芳香消臭脱臭剤協議会などと情報交 

      換を行い事故の未然防止、拡大防止、再発防止に活用する。 

 

 

   （４）ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ体制の整備・改善 

 

         製品事故やｸﾚｰﾑ情報を迅速に関連部署及び関係機関にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸし、原因の究明、応急対策、恒久対 

    策、などに活用する体制・ｼｽﾃﾑ作りを行う。 
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９．リスクコミニュケーション 

 

    ﾘｽｸｺﾐﾆｭｹｰｼｮﾝは、消費者に対する一方的な情報提供を意味するのではなく、関係者間で知識や情報を 

   共有し、相互の理解を深めることによって、関係者が一体となったﾘｽｸ管理を実現するためのものである。 

 

  （１）情報の提供とﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

    

    ①製品表示、取り扱い説明書 

      製品表示及び取り扱い説明書は、製品を安全に使用するために必要な情報を満たしつつ、消費者に

     効果的に情報を伝えるものであることが必要であり、以下の事項に留意して作成する。 

           

     ●製品には次の事項が明示されていること。 

         １．製品名 

         ２．品名 

      ３．用途 

         ４．成分 

         ５．内容量 

         ６．使用期間等 

         ７．使用方法 

         ８．注意表示 

         ９．製造番号等 

         10．事業者名等 

 

         ●自治体条例などの定める品質表示実施要領を優先して表示すること。 

            （エアゾール及び消防法関係の表示については付録参照のこと） 

         ●表示は、最小販売単位ごとに、その容器又は包装の見やすい箇所に、容易に読み取ることができる

          ように表示すること。ただし、容器又は包装に表示することの困難なものにあっては、容易に離れ 

           ないよう取りつけた下げ札等に表示することができる。 

         ●原則として表示は、使用時においても容易に読み取ることができるよう製品に表示しなければなら

          ない。使用時の製品に表示することが困難なものにあっては、表示がなされている容器又は包装等 

           を使用期間中保管する旨の表示をすること。 

      ●起こりうる危険の種類、予防及び事後の処置を具体的に記載すること。特に、重篤な危険の種類   

          （失明、死亡の可能性など）、その予防手段及び緊急時処置を明確に記載すること。 

      ●簡潔かつ明瞭に記載すること。 

      ●処置方法等について詳しい情報を知りたい場合の問い合わせ先を記載すること。 

 

    ②健康被害事例のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

      健康被害事例収集の際の注意点として、以下の事項が上げられる。 

    

      ・相談・苦情件数は、実際の健康被害発生件数の一部であり、それらの間には必ずしも関連があると 

          は限らない。 

      ・製造、販売業者の情報は、ほとんどの場合公開されていないことから、同種同効製品による健康被 

           害事例については不明であることが多い。 

      ・様々な情報源から広範に情報を収集する。 

      ・情報の質と量について検討することが必要である。例えば、収集された健康被害事例を多数観察し、

問題点を明らかにする手法の開発や最初の 1 件の事故に存在する問題の大きさを個人差なく認識で

きる方法の開発などがある。 
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   （２）ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ体制の整備・改善 

     製品の使用・消費段階の事故の未然防止及び事故が発生してしまった場合の拡大防止や再発防止の体 

       制・ｼｽﾃﾑを構築すべきである。 

     例えば、社内・外の製品事故やｸﾚｰﾑの情報を迅速に関係部門・部署及び関係機関にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸし、原  

       因の究明、応急対策、恒久対策などに活用する体制・システムや消費者への情報伝達などは、製品のﾘ  

       ｽｸ管理の一つとして有用である。 

 

        ①使用・消費段階の製品事故やｸﾚｰﾑの情報 

      製品企画・設計、開発、製造・生産段階へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

     ②製造・生産段階での原材料・工程・製品検査の情報 

      製品企画・設計・開発段階へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

     ③製品開発段階での安全性・安定性・使用・ﾓﾆﾀｰ試験の情報 

      製品企画・設計段階へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

 

    情報入手先及び提供先については、5-(3)を参照する。 

 

  （３）情報へのｱｸｾｽﾙｰﾄの整備 

     本手引き中にも種々の情報源が例示されているが、これらの情報源の本来の目的と自主性を尊重しつ 

      つ、それらの内容、公開性、利用方法などを系統立てて整理し、必要な情報に迅速にｱｸｾｽできるような  

      方策を講じることも必要である。 

 

  （４）消費者の理解と安全行動の推進 

    

    ①安全教育、地域ｾﾐﾅｰなどへの参画 

     ・製品表示の種類と意味など製品の安全使用についての理解を深め、また、安全性問題に対する関心 

          を高める社会教育の場への企業としての参画。 

 

    ②ﾒﾃﾞｨｱ及びﾈｯﾄﾜｰｸを介したｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 

      一定期間に多くの人の関心を集めるには、以下のようなﾒﾃﾞｨｱ又はﾈｯﾄﾜｰｸを介したｷｬﾝﾍﾟｰﾝが効果的 

        である。 

          ・事故時に同様の事故の連鎖を防ぐｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 

      ・業界による安全知識の普及活動 

      ・関係業者による自発的なﾈｯﾄﾜｰｸ上のｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 

 

      ③提供する情報内容の考察や提供方法のありかたを検討する。 

      ・一過性の情報提供では健康被害が防げないことが多いことから、商品の表示や品質の改善が妥当 

            であったかを考慮すべきであり、情報の繰り返しの提供も必要である。 

       ・行政だけでなく業界による消費者教育が必要である。 
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１０．エアゾール製品の取り扱い及び廃棄に関して 

 エアゾール製品は多種多様な製品が製造・販売されているが、噴射剤として可燃性ガスを使用したものが多い。

一般消費者がエアゾール製品を廃棄するにあたり、中身を排出するために穴を開けたり、中身の入ったままゴミ

として排出したりして爆発事故が起こっている。前者は穴開けを行った際、火花によって引火する、あるいは近

くにあった火気が引火するなどして発生し、後者は中身の入ったエアゾール缶をそのままゴミとして排出し、ゴ

ミ回収車内で爆発した事故などが報告されている。 

 また、メーカーや流通、小売店などがら出される返品を廃棄物処理場で一度に多量に処理したりする場合にも

爆発事故が報告されている。 

 関係 10 団体で構成されるエアゾール製品処理対策協議会では「中身を使い切ってから捨てる」よう指導を行

っている他、2005 年 10 月には「エアゾール製品に装着する中身排出機構の安全性に関する考え方について」と

して、中身排出機構の使用条件、設計条件、表示について対応方法を示している。 

 

 （１）エアゾール製品の廃棄に関して 

          エアゾール製品は、高圧ｶﾞｽ製品の一つであるところから、容器強度を保証することにより消費者に

対して製品の安全を確保している。消費者に「容器に穴を開ける」、「容器を壊す」等の不用意な行為

を求めることは、消費者に対しての安全確保が図れないことになり、慎むべきである。米国及び EU など

においては「容器に穴を開けたり、容器を壊したりしてはならない」ことを、容器に表示することが義

務づけられている。 

       エアゾール製品は、可燃性噴射剤や可燃性溶剤で組成されているものが多く、これらの可燃性成分の

放出量がバルブによって適切に規制されてよう設計されており、このバルブの操作によって内容物が放

出されたり、瞬時に遮断されれたりして、消費者の使用時の安全が確保されている。従って、容器に不

用意に穴を開けたり、容器を壊すことは、規制された内容物の放出や不測の際の内容物の遮断を行うこ

とができ ず、非常に危険な行為である。 

         エアゾール容器を「使い切ってから捨てる」ことの消費者への周知徹底を図るために、「再資源化利

用促進法に基づく産業審における一般消費財再資源化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」において、エアゾール缶について「使

い切って捨てること」の広報活動を行うことが明示され、平成 6 年 6 月 15 日付の厚生大臣のエアゾール

缶に関する廃棄 方法の広報活動要請を受けた平成 6 年 6 月 13 日付の環境立地局長・基礎産業局長名の

書簡によってもエアゾール缶の廃棄処理方法について広報活動を行うことが要請され、関係業界におい

て「使い切って捨てる」旨の啓発活動を続けてきているところである。 

 

 （２）エアゾール製品の表示について 

       エアゾール製品の表示については、高圧ｶﾞｽ保安法施行令関係告示第 139 号第 4 条第 3 号ﾘに定める表 

示に加えて、業界の自主基準が定められているのでそれに沿った表示を行うこと（付録参照）。 

 

（３）事業者によるエアゾール製品の安全廃棄処理指針について 

      消費者の手に届かずにﾒｰｶｰや流通段階で廃棄処理されるエアゾール製品についても事故が報告されて

おり、エアゾール製品処理対策協議会では平成 9 年 11 月 20 日付で「事業者によるエアゾール製品の安

全廃棄処理指針」を明示している（付録(9)参照）。 

 

（４）エア協の取り組み  

日本エアゾール協会では（http://www.aiaj.or.jp/）、上記エアゾールの廃棄方法について、「正し

いご みへの出し方」および「ガス抜きキャップについて」をホームページ上で紹介している。 

 

 

 

http://www.aiaj.or.jp/


27 

 

１１．自動噴射型芳香消臭剤の取り扱い及び廃棄に関して 

 

エアゾール型 

自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型は平成 21 年頃から製造・販売されており、従来のｴｱｿﾞｰﾙ製品のようにｴｱｿﾞ

ｰﾙ単体ではなく、製品の中身を噴射させるための機能を持った本体にｴｱｿﾞｰﾙをｾｯﾄして使用する製品である。 

製品の本体には周囲の人影や明るさの変化を感知するｾﾝｻｰが内蔵されて、ｾﾝｻｰが反応した時に自動的に製品の

中身が噴射されるﾀｲﾌﾟや、ﾀｲﾏｰによって一定時間の間隔で自動的に噴射され、光ｾﾝｻｰにより暗さを感じると節約

ﾓｰﾄﾞとなるﾀｲﾌﾟなどがある。通常、1 回噴射すると一定時間ｾﾝｻｰが休止ﾓｰﾄﾞになって、連続噴射がされない設定

になっている。また、使用者が強制的に噴射させたい際には本体の噴射ﾎﾞﾀﾝを押して随時噴射も可能である。 

したがって、周囲に人がいるときや人が活動しているとき、及び一定間隔で製品が作動して、消臭剤や芳香 

剤としての働きをするので効率的であり、経済的な利点もあって消費者に広く使用されている。 

しかしながら、製品の設置場所が不適切であったり、不用意にのぞき込んだり、あるいは本体にｾｯﾄされたｴｱ 

ｿﾞｰﾙの交換時等には、使用者の予期せぬ噴射による吸入、眼、顔や手等への内容液の接触のﾘｽｸが考えられる。 

「平成 27 年度 家庭用品等に係る健康被害病院ﾓﾆﾀｰ報告」の中にも自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型製品に関す

る報告事例（子供が覗き込んだ状態での噴射）がある。 

 

 （１）自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型 製品の廃棄に関して 

通常のｴｱｿﾞｰﾙ製品の廃棄に関する 10.(1)の事項に加えて、自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型製品の

形態あるいは容量の関係上、通常はｶﾞｽ抜きｷｬｯﾌﾟは付いていないので、廃棄の際は必ず使い切ってから

廃棄する必要がある。 

 

 （２）自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型 製品の表示について 

①ｴｱｿﾞｰﾙ製品としての表示 

通常のｴｱｿﾞｰﾙ製品と同様に、高圧ｶﾞｽ保安法施行令関係告示第 139 号第 4 条第 3 号ﾘに定める表示に加

え、業界の自主基準が定められているのでそれに沿った表示を行うこと。（付録 (8) 参照） 

但し、容器が 30cm3 以下のものは除く。  

②使用方法、注意表示、等 

       このﾀｲﾌﾟの製品で特に注意が必要な使用者の予期せぬ噴射による事故を防ぐために、以下の表示を含

むことが望ましい。 

     ●適切な製品の設置場所、設置方法 

     ●噴霧口を人に向けない 

 

 （３）事業者による自動噴射型芳香消臭剤 ｴｱｿﾞｰﾙ型 製品の安全廃棄処理指針について 

        10. ｴｱｿﾞｰﾙ製品の取り扱い及び廃棄に関して の(3)に準ずる。 

 

 

その他の剤型 

 

製品は一定間隔で内容液を噴射し、通常は本体でその間隔が調整可能であり、使用者の好みに応じて香りの強

弱が調節できる設計になっている。 

ｴｱｿﾞｰﾙ型のように勢いよく噴射はされないものの、設置場所が不適切であったり、不用意にのぞき込んだり、

あるいは本体にｾｯﾄされた容器の交換時等には、使用者の予期せぬ噴射による吸入、眼、顔や手等への内容液の

接触のﾘｽｸが考えられる。 

 

 （１）製品の廃棄に関して 

通常の内容液の容器はﾌﾟﾗｽﾁｯｸで構成されている場合が多いが、その容器のﾘｻｲｸﾙ表示等を確認し、廃



28 

 

棄の際は使い切ってから廃棄する。 

 

 （２）製品の表示について 

①製品としての表示 

通常、内容液は消防法の第四類の危険物、あるいは指定可燃物に該当すると思われるので、その品名

と容量に応じた表示を行うこと。 

②使用方法、注意表示、等 

       ｴｱｿﾞｰﾙ型製品同様に、使用者の予期せぬ噴射による事故を防ぐために、以下の表示を含むことが望ま

しい。 

     ●適切な製品の設置場所、設置方法 

     ●噴霧口を人に向けない 

 

 （３）事業者による製品の安全な廃棄について 

        消費者の手に届かずにﾒｰｶｰや流通段階で廃棄処理される製品については以下の点に留意する。 

    ①事業者自ら廃棄処理を行う場合の留意事項 

    - 消防法の危険物、あるいは指定可燃物に該当する内容液は、法規に準じて取り扱うこと。 

    - 処理責任者を定めて監督すること。 

        - 消防法以外の関連法規制にも配慮して安全に作業を進めること。 

    ②廃棄処理を委託する場合の留意事項 

    - 内容液が消防法の危険物、あるいは指定可燃物に該当する場合は、処理業者にその情報を正しく伝え 

ること。 

- 処理終了後は、委託業者が関連法規に沿って廃棄処理を完了したことを確認し、処理完了の報告書を

受領しておくとこ。 
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（２）用語の説明 

 

      １．ﾘｽｸ 

     ﾊｻﾞｰﾄﾞの確率と重篤度（性）。危険度などと訳されている。 

      ２．ﾏｽｷﾝｸﾞ 

     臭気を他の香りで覆い、臭気を感じなくさせる感覚的消臭方法 

      ３．ﾊｻﾞｰﾄﾞ 

     人、物、環境に不利益な影響を及ぼす原因となる固有の性質。危険を引き起こす原因などと訳され 

      ている。 

   ４．ﾌｪｲﾙｾｰﾌ･ﾌｰﾙﾌﾟﾙｰﾌ 

     誤使用あるいはその製品に対する知識がない人が使用してもでも安全性が確保されていること 

   ５．ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞﾘｽﾄ 

     安全性が既に確認され使用しても大丈夫な化学品のﾘｽﾄ。この逆で使用してはならない化学品のﾘｽﾄ

     をﾈｶﾞﾃｨﾌﾞﾘｽﾄと言う。 

      ６．IFRA（International Fragrance Association） 

IFRA は 1973 年にスイスのジュネーブを本部として設立された。設立当初は 10 ヶ国（日本を含む）

から成る国際機関であったが、現在では４地域（欧州、北米、ラテンアメリカ、アジア太平洋）に大

別され、世界の主要国協会が加盟している（20 カ国以上）。香料製造業者では、世界的正会員８社が

中心となり 100 社以上をカバーする。香粧品香料成分に関し、RIFM の科学的判断に基づいて、必

要に応じて禁止、制限、規格化など、安全な使用のための措置をとる。http://www.ifraorg.org/ 

７. RIFM（Research Institute for Fragrance Materials） 

香料の研究組織である RIFM は、1966 年以来活動を続けており、その本部を米国ニュージャー  ジー

州に置き、2016 年には 50 周年を迎えた。アメリカ、ヨーロッパ、日本の香料産業界を代表する主な

香料製造会社の全てが会員であり、また、最終消費者製品の製造会社も会員となっている。RIFM の

評価の目的は、香料成分の科学的データの収集や公開等を通して、世界的な工業会の自主基準のため

の科学的根拠を提供し、その安全な使用を支援することである。http://www.rifm.org/ 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.ifraorg.org/
http://www.rifm.org/
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（３）規制基準 

 

①  法律による規制基準 

 

 規制法 

 

      法律の概要 

 

監督官庁 

 

消防法 

 

 

国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに水火 

災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害に因る被害 

を軽減する。 

 

総務省 

 

 

食品衛生法 

 

 

この法律は、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、 

公衆衛生の向上及び増進に寄与する。 

 

厚生労働省 

 

 

水質汚濁防止法 

 

 

 

工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地 

下に浸透する水の浸透を規制するとともに、生活排水対策の 

実施を推進する。 

 

環境省 

 

 

 

廃棄物の処理及 

び清掃に関する 

法律 

 

 

廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収 

集、運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔 

にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図 

る。 

 

環境省 

 

 

 

 

容器包装に係る 

分別収集及び再 

商品化の促進等 

に関する法律 

 

 

容器包装廃棄物の分別収集及びこれにより得られた分別基準 

適合物の再商品化を促進するための措置を講ずること等によ 

り、一般廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用を通じて、 

廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、も 

って生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与する。 

 

環境省 

 

 

 

 

 

資源の有効な利

用の促進に関す

る法律 

 

 

 

資源の有効な利用の確保を図るともに、廃棄物の発生の抑制 

及び環境の保全に資するため、再生資源の利用の促進に関す 

る所要の措置を講ずることとし、もって国民経済の健全な発 

展に寄与する。 

 

経済産業省 

環境省、等 

 

 

化学物質の審査 

及び製造等の規 

制に関する法律 

 

 

 

 

人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しくは生育に支

障を及ぼすおそれがある化学物質による環境の汚染を防止す

るため、新規の化学物質の製造又は輸入に際し事前にその化学

物質の性状に関して審査する制度を設けるとともに、その有す

る性状等に応じ、化学物質の製造、輸入、使用等について必要

な規制を行うことを目的とする。 

 

厚生労働省 

経済産業省 

環境省 

 

 

 

医薬品、医療機器

等の品質、有効性

及び安全性の確

保等に関する法

律 

 

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医療等製品の

品質、有効性及び安全性の確保並びにこれらの使用による保健

衛生上の危害の発生及び拡大の防止のために必要な規制を行

うとともに、指定薬物の規制に関する措置を講ずるほか、医療

上特にその必要性が高い医薬品、医療機器及び再生医療等製品

の研究開発の促進のために必要な措置を講ずることにより、保

健衛生の向上を図る。 

 

厚生労働省 
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 規制法 

 

      法律の概要 

 

監督官庁 

 

不当景品類及び

不当表示防止法 

 

 

商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による

顧客の誘引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理

的な選択を阻害するおそれしょうひのある行為の制限及び禁

止について定めることにより、一般消費者の利益を保護するこ

とを目的とする。 

 

消費者庁 

 

消費者基本法 

 

消費者の利益の擁護及び増進に関し、国、地方公共団体及び 

事業者の果たすべき責務等を明らかにするとともに、その施策

の基本となる事項を定めることにより、消費者の利益の擁護及

び増進に関する総合的な施策の推進を図り、もって国民の消費

生活の安定及び向上を確保する。 

 

 

消費者庁 

 

 

有害物質を含有 

する家庭用品の 

規制に関する法 

律 

 

有害物質を含有する家庭用品について保健衛生上の見地から 

必要な規制を行うことにより、国民の健康の保護に資する。 

 

 

厚生労働省 

 

労働安全衛生法 

 

 

 

 

労働災害の防止のための危害防止基準の確立、責任体制の明 

確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関す 

る総合的計画的な対策を推進することにより職場における労 

働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成

を促進する。 

 

厚生労働省 

 

 

 

 

大気汚染防止法 

 

 

 

工場及び事業場における事業活動並びに建築物の解体等に伴 

うばい煙、揮発性有機化合物、及び粉じんの排出等規制し、有

害大気汚染物質対 

策の実施を推進する。 

 

環境省 

 

 

 

製造物責任法 

 

 

 

 

製造物の欠陥により人の生命、身体又は財産に係わる被害が 

生じた場合における製造業者等の損害賠償の責任について定 

めることにより、被害者の保護を図り、もって国民生活の安 

定向上と国民経済の健全な発展に寄与する。 

 

消費者庁 

 

 

 

 

高圧ｶﾞｽ保安法 

 

 

 

 

 

高圧ｶﾞｽによる災害を防止するため、高圧ｶﾞｽの製造、貯蔵、 

販売、移動その他の取り扱い及び消費並びに容器の製造及び 

取り扱いを規制するとともに、民間事業者及び高圧ｶﾞｽ保安 

協会による高圧ｶﾞｽの保安に関する自主的な活動を促進し、 

もって公共の安全を確保する。 

 

経済産業省 

 

 

 

 

家庭用品品質表 

示法 

 

 

家庭用品の品質に関する表示の適正化を図り、一般消費者の 

利益を保護することを目的とする 

 

 

消費者庁 
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 規制法 

 

      法律の概要 

 

監督官庁 

 

計量法 

 

 

計量の基準を定め、適正な計量の実施を確保し、経済の発展 

及び文化の向上に寄与することを目的とする。 

 

経済産業省 

 

 

毒物及び劇物取 

締法 

 

毒物及び劇物について、保健衛生上の見地から必要な取り

締まりを行うことを目的とする。 

 

 

厚生労働省 

 

 

特定物質の規制

等によるオゾン

層の保護に関す

る法律 

 

 

国際的に協力してｵｿﾞﾝ層の保護を図るため、ｵｿﾞﾝ層の保護の 

ためのｳｨｰﾝ条約及びｵｿﾞﾝ層を破壊する物質に関するﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ 

議定書の的確かつ円滑な実施を確保するための特定物質の製 

造の規制並びに排出の抑制及び使用の合理化に関する措置な 

どを講じ、もって人の健康の保護及び生活環境の保全に資す 

る。 

 

環境省 

 

 

 

 

 

環境基本法 

 

環境の保全について、基本理念を定め、並びに国、地方公共 

団体、事業者及び国民の責務を明らかにするとともに環境の 

保全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、環 

境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって 

現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与する。 

 

 

環境省 

 

悪臭防止法 

 

工場その他の事業所における事業活動に伴って発生する悪臭 

について必要な規制を行い、その他悪臭防止対策を推進する 

ことにより、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資する 

ことを目的とする。 

 

 

環境省 

 

電気用品安全法 

 

電気用品の製造、販売等を規制するとともに、電気用品の安全

性の確保につき民間事業者の自主的な活動を促進することに

より、電気用品による危険及び障害の発生を防止することを目

的とする。 

 

 

経済産業省 

 

消費生活用製品 

安全法 

 

 

 

 

消費生活用製品による一般消費者の生命又は身体に対する危

害の防止を図るため、特定製品の製造及び販売を規制するとと

もに、特定保守製品の適切な保守を促進し、併せて製品事故に

関する情報の収集及び提供等の措置を講じ、もつて一般消費者

の利益を保護することを目的とする。 

 

消費者庁 

 

 

 

 

 

昭和50年東京都

条例102号 

 

 

東京都生活物資の危害の防止、表示等の事業行為の適正化及 

び消費者被害救済に関する条例。この条例に基づいて冷蔵庫 

用脱臭・消臭剤の表示の方法に際して事業者が守るべき事項 

が決められている。 

 

東京都 
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 規制法 

 

      法律の概要 

 

監督官庁 

 

特定化学物質の

環境への排出量

の把握等及び管

理の改善の促進

に関する法律 

 

法律により指定された化学物質の排出量等を事業者が把握し、

これを公表すること等により、事業者の化学物質の自主的な管

理の改善を促進し、環境の汚染を未然に防止することを目的と

する。 

 

 

 

経済産業省 

 

 

 

その他各都道府 

県の条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  関連する規格基準 

 

 規格基準 

 

       規格の概要など 

 

 関連団体 

 

日本工業規格 

（JIS） 

 

工業標準化法に基づいて制定された国家規格。現在8400を越 

える規格がある。 

 

日本規格協会 

 

 

OECD試験法ｶﾞｲﾄ 

ﾞﾗｲﾝ 

 

 

 

 

OECDが定めている試験法ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝであり、各国の化学物質の 

安全性に関する試験法の整合性を図るため、物理化学的試験 

、毒性試験、生体影響試験、分解性試験、濃縮度試験など約 

80種類の試験法がある。 

 

 

OECD 
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③  業界による自主基準など 

 

 規制基準 

 

       自主基準の概要など 

 

 関連団体 

 

芳香消臭脱臭剤 

協議会の自主基 

準 

 

 

自動車用を含む一般消費者用に供される芳香剤、消臭剤、脱 

臭剤の成分の種類、表示並びに製造に当たっての基準を定め 

、製品の安全性・有効性及び安定性等の品質を確保すること 

を目的とする。 

 

芳香消臭脱臭 

剤協議会 

 

 

 

ｴｱｿﾞｰﾙ協会の自 

主基準 

 

 

「圧縮ガスのみを噴射剤として用いるエアゾールに関する自

主基準」「エアゾール等試験検査要領に関する自主基準」等が

ある。 

 

（社）日本ｴｱ 

ｿﾞｰﾙ協会 

 

 

生活害虫防除剤 

協議会の自主基 

準 

 

 

保健衛生上の見地から、一般消費者の生活の用に供される家 

庭用不快害虫防除剤の成分の種類と含量、効能及び表示等に 

ついての基準を定め、製品の有効性及び安全性等の品質を確 

保し、国民の健康の保持に資することを目的とする。 

 

生活害虫防除 

剤協議会の自 

主基準 

 

 

自動車用芳香剤 

・消臭・脱臭剤 

の業界自主統一 

表示規準 

 

自動車内で使用する芳香剤・消臭剤及び脱臭剤に関する表示 

の適正化のため、表示について定め、適正な使用方法と製品 

の有用性を確保することを目的とする。 

 

日本ｵｰﾄｹﾐｶﾙ 

工業会 

 

 

IFRA実施要綱 

 

香粧品原料の安全性を確保するため、日本香料工業会はIF

RA（International Fragrance Association）のメンバーと

なっており、そのIFRA実施要綱を遵守している。 

 

日本香料工業 

会 

 

 

 

IFRA実施要綱 

 

 

 

 

 

 

IFRA（International Fragrance Association）が作成する香

料素材の自主基準。香料が安全に使用されるよう、香料業 

界が自主的に定め、世界的に運営している自主基準である。 

具体的にはIFRAスタンダードで、禁止、制限、規格を必要に応

じて物質ごとに定め、香料の安全性確保に努めている。IFRA実

施要綱（スタンダード）は香料素材の安全性を評価する独立し

た第三者研究機関であるRIFM（Resarch Institute for Fragra

nce Materials）の科学的判断をもとに作成されている。 

 

 

Internation- 

al Fragrance 

Association 
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（４）安全性情報に関する国内外の情報源 

   

①  原料ﾒｰｶｰから入手できるもの 

 

  情報源 

 

          内      容 

 

 作成機関  

 

SDS 

(安全ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ) 

 

 

 

安全性ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ(Safty Data Sheet)は化学物質製造業者がその

製品をﾕｰｻﾞｰに販売する際に添付し、ﾕｰｻﾞｰがそれを参照するこ

とによって化学物質の安全使用が一層促進されることを目的

として作成される。 

 

各原料ﾒｰｶｰ 

 

 

 

 

原料規格 

 

 

原料の品質を定めた規格書 

 

 

各原料ﾒｰｶｰ 

 

 

② ﾃﾞｰﾀ集（印刷物） 

 

国際化学物質安全性ｶｰﾄﾞ(ICSC) 日本語版                国立医薬品食品衛生研究所  

 

化学物質の危険・有害便覧                                  中央労働災害防止協会(1991) 

  

 

危険物ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 新井六郎訳(G.Hommel, Handbuch der gefahrlichen Guter(1988)) 

                                                          ｼｭﾌﾟﾘﾝｶﾞｰ･ﾌｪｱﾗｰｸ東京(1991)  

 

危険物ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ 東京消防庁警防研究会監修                  丸善(1993) 

  

 

産業中毒便覧(増補版) 後藤稠、池田正之、原一郎編     医歯薬出版(1981) 

   

 

環境化学物質要覧 環境庁環境化学物質研究会編       丸善(1988) 

 

 

ｻﾞｯｸｽ有害物質ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ日本語訳 藤原鎮男監修        丸善(1990) 

(N.I.Sax,R.J.Lewis,Sr. Hazardous Chemicals Desk Reference 1987) 

 

 

危険物ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 吉田忠雄、田村昌三監訳                    丸善(1998) 

(Handbook of Reactive Chemical Hazards, L.Bretherich 1985) 

 

 

危険物防災救急要覧 ＜2006年新訂版＞          成山堂書店(2006) 

神戸海難防止研究会編 

 

 

化学防災指針 １～７ 日本化学会編            丸善 
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危険物輸送・貯蔵・ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 難波桂芳監修                  ﾌｼﾞﾃｸﾉｼｽﾃﾑ(1988) 

 

 

微生物を用いる変異原性試験ﾃﾞｰﾀ集 石館基監修       ｴﾙ･ｱｲ･ｼｰ (1991) 

 

 

改訂染色体異常試験ﾃﾞｰﾀ集 石館基監修           ｴﾙ･ｱｲ･ｼｰ(1998) 

 

 

化学物質と環境 環境庁環境保健部保健調査室編   

 

 

化審法の既存化学物質安全性点検ﾃﾞｰﾀ集 通産省基礎産業局化学品安全課監修 

                                     （社）日本化学物質安全・情報ｾﾝﾀｰ(1992) 

 

 

中毒百科 事例・病態・治療 内藤裕史           南山堂(2001) 

 

 

急性中毒処置の手引 第三版   （財）日本中毒情報センター編集(1999) 

 

 

毒性情報の検索と管理 竹中祐典 他編（毒性試験講座２巻） 地人書館(1989) 

 

 

化学物質のﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ 監修 厚生省生活衛生局企画課生活化学安全対策室 薬業時報社(1997) 

                     編集 国立医薬品食品衛生研究所 

                          「化学物質のﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ」編集委員会 

 

 

化学物質毒性ハンドブック 全６巻 内藤裕史監訳      丸善（2000） 

（Patty's Industrial Hygiene and Toxicology 第４版） 

 

 

国内外における化学物質安全性規制ｶﾞｲﾄﾞ                       日本能率協会(1994) 

化学物質安全性規制ｶﾞｲﾄﾞ企画委員会編 

 

 

日本産業衛生学会許容濃度等の勧告(毎年更新)                    産業衛生学雑誌 

 

 

International Chemical Safety Cards (ICSC) IPCS/WHO･UNEP･ILO(1990-) 

 

 

Chemical Safety Data Sheets, Vol.1-5, The Royal Society of Chemistry,(1989-) 

Thomas Graham House, Cambridge, U.K. 
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Compendium of Safety Data Sheets for Research and Industrial Chemicals, Vol.1-7, 

L.H.Keith et al. ed., (1985-1989) VCH 

 

 

The Sigma-Aldrich Library of Chemical Safety Data, 2ed ed., 

Lenga,R.E. ed.(1988) Sigma-Aldrich, Milwaukee 

 

 

Dangerous Properties of Industrial Materials, 8th ed., 

Sax,N.I and Lewis, R.J.(1992) Van Nostrand Rienhold Co., New York. 

 

 

Occupational Safety and Health Guidelines for Chemical Hazards, Vol.1-3, Supplement 

1-2.(1981-1989)NIOSH, U.S. DHHS. 

 

 

ACGIH Documentation of the Threshold Limit Values 6th ed., (1991) 

American Conferrence of Governmental Industrial Hygienists, Cincinati, Ohio. 

 

 

Solvents Safety Handbook, D.J.De renzo(1986) Noyes Data Corp. 

 

 

Bretherich's Handbook of Reactive Chemical Hazard 7th ed., L.Bretherich(2006) 

Butterworths. 

 

 

Handbook of Environmental Fate and Exposure Data for Organic Chemicals, P.H.Howard 

Vol.1-2(1990) Lewis Publishers. 

 

 

1990 Emergency Respose Guidebook, U.S.Department of Transportation DOT P5800.5 

 

 

Annual Report on Carcinogens, 6th.(1991) U.S.DHHS. 

 

 

Patty's Industrial Hygiene and Toxicology, 4th ed., Clayton, G.C. and Clayton, 

F.E., (1991) John Wiley & Sons, New York. 

 

 

NIOSH Pocket Guide to Chemical Hazards, (1990) U.S. Governmemt Printing Office, 

Washington. 

 

Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals, 2nd ed., Sittig.M.(1985) 

Noyes Data Corp.,Park Ridge. 
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Encyclopedia of Occupational Health AND Safety, 3rd ed. rev.(1989) 

international labour Organization (ILO), Geneva. 

 

 

Handbook of Environmental Degradation Rates P.H.Howard et al.(1991) 

Lewis Publishers. 

 

 

Handbook of Envirnmental data on Organic Chemicals. 2nd ed.,K.Verschueren(1983) 

Van Nostrand Reinhold. 

 

 

③  オンラインサービスで利用できるデータベース 

 

  情報源 

 

          内      容 

 

 作成機関  

 

HSDB 

 

 

 

 

 

 

Hazardrous Substances Data Bankは米国国立医学図書館(NLM 

)が作成している有害物質についてのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽで、物性、製 

造、安全取り扱い、爆発性などの物理的危険情報、毒性情報 

、環境中の動態、分析法、事故情報、など広範な情報を引用 

文献とともに記述してある。収録物質数も豊富であり、ﾃﾞｰﾀ 

更新も良く行われている。オンラインサービスがある。 

 

米国国立医学 

図書館(NML) 

 

 

 

 

RTECS 

 

 

 

 

 

 

 

 

Registry of Toxic Effect of Chemical Substancesの略で 

、米国の国立労働安全衛生研究所(NIOSH)が編集していた化 

学物質の毒性の数値のﾃﾞｰﾀ集である。眼、皮膚刺激、変異原 

生、がん原生、生殖毒性、急性毒性、ACGIHの許容濃度勧告 

値、OSHA、NIOSHの許容濃度値等のﾃﾞｰﾀが記載されている。 

出版物としての最新版は、1986年に刊行されているが、その 

後もﾃﾞｰﾀの更新、追加が行われ10数万件以上の物質のﾃﾞｰﾀが 

収載されている。CD-ROM、ｵﾝﾗｲﾝｻｰﾋﾞｽがある。 

 

国立労働安全 

衛生研究所(N 

IOSH) 

2002年より 

Symyx  

Technologies 

 

 

 

MEDLINE 

 

 

米国国立医学図書館(NML)が作成している、主として医学に 

関する文献ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽである。毒性ﾃﾞｰﾀや人に起こった健康障 

害に関する論文も収録されている。DIALOG,STNなどの民間の 

ｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

NML 

 

 

TOXLINE 

 

 

米国国立医学図書館(NML)が作成している、毒性学関連のﾃﾞｰ 

ﾀﾍﾞｰｽである。各種毒性、特に発がん性、突然変異、催奇形 

性などの文献も含まれ、約186万件の情報を収録している。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

NML 

 

 

 

IPCS 

 

国際化学物質安全性計画 

CD-ROMが利用できる。 

 

 

WHO 

 

TOMES Plus 

 

 

11のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽからなる危険物・薬物・毒物の情報。公的機関及

び諸機関が提供している８つのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽにTOMESの３ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

を組み合わせて構成されている。 

 

MICROMEDEX社 
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  情報源 

 

          内      容 

 

 作成機関  

 

JSTデータベース 

コンテンツサー

ビス 

 

日本科学技術情報ｾﾝﾀｰが作成する科学技術全般に関する文献 

を集めたﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ。（J-GLOBAL J-STAGE など） 

 

 

科学技術振興

機構（JST） 

 

 

BIOSIS PREVIE- 

WS 

 

 

 

 

BIOSISの主要な出版物であるBiological Abstracts(BA),Bi- 

ological Abstracts/RRM(Reports,Reviews,Meetings)(BA/RR 

M)とBioResearch Index(BioI)に掲載された書誌事項が収録 

されている。生命科学に関する研究課題が収録対象。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

Clarivate  

 Analytics 

 

 

 

 

SCISEARCH 

 

 

 

 

SCISEARCHはInstitute for Scientific Information(ISI)が 

作成する科学、技術、生物医学、及び関連分野の文献が収録 

されている国際的かつ学際的なﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

Thomson  

Reuters 

 

TSCA CHEMICAL 

SUBSTANCES IN- 

VENTORY 

 

 

 

TSCA Inventoryは米国で商業目的のために製造、輸入または 

処理されている化学物質の編纂物で、公法94ｰ469の「毒性物 

質規制法」(TSCA=Toxic Substances Control Act)のｾｯｼｮﾝ 

8(d)に応えて開発された。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

U.S. Enviro- 

nmental Pro- 

tection Age- 

ncy 

 

 

EMBASE 

 

 

 

EMBASEは人間の医学とその関連分野の世界中の文献に対する 

重要かつ包括的な索引。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

 

ELSEVIER 

 

 

LIFE SCIENCES 

COLLECTION 

 

 

 

 

LIFE SCIENCES COLLECTIONは生物学、医学、生化学、ﾊﾞｲｵﾃｸ 

ﾉﾛｼﾞｰ、生態学および微生物学の主要な領域、ならびに農学 

と獣医学のいくつかの側面にわたる世界中の最も新しい研究 

文献の抄録と書誌事項を収録している。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

 

Cambridge S- 

cientific A- 

bstracts 

 

 

 

OCCUPATIONAL 

SAFETY AND 

HEALTH 

 

 

 

 

 

CCCUPATIONAL SAFETY AND HEALTH(NIOSH)は米国国立安全衛 

生研究所(National Institute for Occupational Safety 

and Health)が作成した書誌ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ。収録対象は衛生、安 

全ならびに関連分野150以上の最新雑誌、International La- 

bour Oganization/International Occupation Safrty and 

Health Information Center(ILO/CIS)の1974年以前の抄録 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

 

National In- 

stitute for 

Occupational 

Safety and 

Health 
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  情報源 

 

          内      容 

 

 作成機関  

 

CHAPMAN & HALL 

CHEMICAL DATA- 

BASE 

 

 

 

Chapman & Hall Chemical DatabaseはChapman & Hall社の化 

学事典数種の全文を収録しており、専門家ｸﾞﾙｰﾌﾟの選定した 

主要な化学物質の同定情報、物理的・化学的性質、用途、危 

険性、主要参考文献を掲載している。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

Chapman & Ha 

ll社 

 

 

 

THE MERCK IND- 

EX ONLINE 

 

Merck Index Onlineは化学物質・医薬・生体物質の事典The 

Merck Indexの第11版のｵﾝﾗｲﾝ版。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

Merck & Co. 

 

 

CHEMICAL SAFE- 

TY NEWSBASE 

 

 

 

 

 

CHEMICAL SAFETY NEWSBASE(CSNB)は、英国化学会(RSC)が作 

成しており、工場や実験室で作業員が接する化学品や化学処 

理過程の危険ならびに危険の可能性について情報を提供する。

作業場所で接する微生物および放射能の危険も対象にして 

いる。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

Royal Socie- 

ty of Chemi- 

stry 

 

 

 

 

 

SCI Finder 

 

 

 

 

 

 

 

CA SEARCHはChemical Abstractsの縮約版にその統制索引語 

であるCA Genaral Subject Index Heading(一般事項索引見 

出し語)とCAS Registry Number(CAS登録番号)を付加したも 

の。収録範囲は化学分野の雑誌、特許、総説、ﾃｸﾆｶﾙﾚﾎﾟｰﾄ、 

ﾓﾉｸﾞﾗﾌ、会議、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ資料、学位論文、単行本など。 

DIALOG,STNなどの民間のｵﾝﾗﾝ検索ｻｰﾋﾞｽで利用できる。 

 

Chenical Ab- 

stracts Ser- 

vice 

 

 

 

 

CHRIS 

 

 

Chemical Hazard Response Information System 

CD-ROM､ｵﾝﾗｲﾝｻｰﾋﾞｽが利用できる。 

 

US Coast  

Guard 

 

 

OHMTADS 

 

 

Oil and Hazardous Materials Technical Assistance Data 

System ,CD-ROM､ｵﾝﾗｲﾝｻｰﾋﾞｽが利用できる。 

 

EPA 

 

 

CIS 

 

 

 

Chemical Information System,米国の化学情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ。 

Genetox, RTECS, Baker, Mallin, OHNTADS, CHRIS, ISHOW, 

AQUIRE, IRISを含むﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

 

 

 

 

 

ECDIN 

 

 

EC委員会が作成しているﾌｧｸﾄﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ。MSDSに必要な項目が 

多数含まれている。 

 

EC委員会 

 

 

KIS-NET 

 

 

神奈川県作成の化学物質安全情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

 

 

神奈川県 
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④  国際機関や外国の公的機関のレビュー 

 

IPCS 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

International programme on Chemical Safety：国際化学物質安全性計画 

 

・EHC(Envirnmental Health Criteria：環境保健ｸﾗｲﾃﾘｱ） 

  国連の機関であるIPCSが、化学物質ごとの人や環境に対する影響など、あ 

  るいは試験方法などについて各国の専門家が文献を調査評価して作成して 

  いる刊行物。現在約180冊刊行されている。 

・ICSC(International Chemical Safety Cards：国際化学物質安全性ｶｰﾄﾞ) 

・HSG(Health Safety Guide：安全衛生ｶﾞｲﾄﾞ) 

 *CD-ROMが利用できる。 

 

WHO 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

World Health Organization：世界保健機構 

 *WHOﾃｸﾆｶﾙﾚﾎﾟｰﾄｼﾘｰｽﾞ 

・IARC(International Agency for Research on Cancer) 

  WHOに所属する国際的な研究機関であって、ﾌﾗﾝｽのﾘﾖﾝにある。 

 *IARC Monograph on the Evaluation of Carcinogenic Risk of Chemicals 

  to Humans(現在Vol.1-54)及びSupplements.(Sipplements7(1987)にはﾓﾉｸﾞ 

 ﾗﾌVol.1-42の評価のまとめが記載されている) 

  化学物質の人に対する発ｶﾞﾝ性を疫学及び動物実験、短期試験の結果に基 

  づいて各国の専門家による会議で検討して分類評価を行っている。この分 

 類類は1,2A,2B,3,4に分かれている。 

 *IARC Scientific Publicationsｼﾘｰｽﾞ 

 

FAO/WHO 

 

 

Food and Agriculture Organization/WHO 

 *Pesticide residues in food ｼﾘｰｽﾞ 

 

United Nations 

 

 

 

 

 

国連 

 *Transport of Dangerous Goods Recommendations-Seventh revised, 

  edited by United Ntions(1991) 

 (輸送に関する国連勧告。一般にｵﾚﾝｼﾞﾌﾞｯｸと言われている。） 

 

 

ILO 

 

 

 

International labour Office：国際労働機関 

 *Occupational Exposure Limits for Airborne Toxic Subctances,第3版 

  (1991)Occupational Safety and Health Series. 

 

ECETOC 

 

 

European Centre for Ecotoxicology and Toxicology of Chemicals 

 *Joint Assessment of Commodity Chemicalsｼﾘｰｽﾞ 

 

ATSDR 

 

 

 

Agency for Toxic Substances and Disease Registry,米国 

 *Toxicology Profileｼﾘｰｽﾞ 
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⑤  その他の機関 

 

ACGIH 

 

 

 

 

 

 

American Conference of Governmental Industrial Hygienists 

米国の産業衛生の専門家の組織であって、職業上及び環境上の健康について 

管理及び技術的な分野を扱っている。毎年、化学物質や物理的作用及びﾊﾞｲｵ 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞについての職業上の許容濃度の勧告値や化学物質の発ｶﾞﾝ性の分類を 

公表している。Governmentalとあるが政府機関ではない。 

 

 

⑥  安全性情報収集に有用なｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のｻｲﾄ 

 

 

 

  情報の種類と内容 

 

         説    明 

 

   サ イ ト 

 

 

 

安 

全 

性 

評 

価 

資 

料 

 

 

IPCS 

 

 

 

IPCSの最近のEnvironmental Health 

Critreriaの要約など 

 

 

http://www.inchem.o

rg 

 

 

ATSDR 

 

 

 

Agency for Toxic Substances and  

Disease Registry 

 

 

http://www.atsdr. 

cdc.gov 

 

 

National Toxicology 

Program 

 

米国NTPの試験情報、出版物、安全性情 

報、化学構造など 

 

http//ntp.niehs.nih

.gov. 

 

 

 

 

 

 

機 

 

関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省 

 

 

 

厚生労働省のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 

 

 

http://www.mhlw.go.

jp./ 

 

 

国立環境研究所 

 

 

国立環境研究所のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、他の環境関 

連ｻｰﾊﾞｰにﾘﾝｸ  

http://www. 

nies.go.jp./ 

 

WHO 

 

WHOの情報へのﾘﾝｸ 

http//www. 

who.int/en/ 

 

 

IARC 

 

 

IARCの情報へのﾘﾝｸ 

 

 

http://www.iarc.fr 

/ 

 

ILO－CIS  

 

 

 

 

ILOの化学物質安全情報機関CISによる情

報提供 

 

 

 

http://www. 

ilo.org/safework/ 

cis/lang--en/ 

index.htm 

 

IPCS 

 

 

 

The International Program on Chemical

Safety 

 

 

http://www.who.int/

ipcs/ 

index.htm 

 

 

http://www.mhlw.go.jp./
http://www.mhlw.go.jp./
http://www/
http://www/
http://www.who.int/
http://www.who.int/
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  情報の種類と内容 

 
         説    明 

 
   サ イ ト 

 
 
 
 
 
 
機 
 
関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
OECD’s Work on  

Chemicals 
 

 
OECDの化学品計画，事故防止計画、農薬計
画などにﾘﾝｸ 
 

 
http//www.oecd.org/
env/ 
 

 
US EPA 
 

 
米国EPAのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ。EPAのすべての情報に
ﾘﾝｸ 

 
http://www.epa.gov 
/ 
 

 
US NIOSH 

 
 

 
米国労働安全研究所のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ。NIOSH 

の出版物、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽなどの説明。 
 

 
http//www.cdc.gov.

/niosh/l 

 
US FDA 
 

 
米国FDAのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
 

 
http//www.fda.gov/ 

 
日本ケミカルデータベ
ース㈱ 
 
 

 
前、化学製品情報データベースより当
該サービスを継承。 日本化学工業協
会監修。 
 

 
http://www.jcdb.co.
jp/ 

 
 
学 
 
会 
 
 

 
日本化学会 
 

 
日本化学会の出版物 
 

 
http://www.chemis-t
ry.or.jp 

 
Royal Society of 
Chemistry 
 

 
英国王立化学会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ。種々の化学 
情報への案内。 
 

 
http://www.rsc.org 
 
 

デ 
｜ 
タ 

ベ 
｜ 
ス 

 
医薬品情報ｶﾞｲﾄﾞ 
 

 

 
医薬品・治療研究会による薬のｶﾞｲﾄﾞ 
 

 

 
http://www.nihs.go 
.jp/dig/jindex.htm 

l 
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（５）消費者情報源 

 

①消費者庁 

消費者保護、安全の確保、消費者啓発を目的として、消費生活用製品安全法に基づく重大製品事故に関

する事故情報の収集、公表、注意喚起行っている。 

     http://www.caa.go.jp/ 

住所： 〒100-8958 東京都千代田区霞が関 3-1-1 中央合同庁舎第 4 号館 

電話： 03-3507-8800（大代表）  

   

②独立行政法人 製品評価技術基盤機構 (NITE)  
消費生活用製品安全法に基づく事故報告・公表制度を補完する制度として、法律の制度の対象とならな

い事故事例について、NITE の事故情報収集制度の中で情報収集、公表を行っている。 

http://www.nite.go.jp/index.html 

住所： 〒151-0066 東京都渋谷区西原 2-49-10  

電話： 03-3481-1921 

 

③  独立行政法人 国民生活ｾﾝﾀｰ 

        全国の消費生活ｾﾝﾀｰ及び協力病院などから提供された商品・ｻｰﾋﾞｽにより生命・身体に危害を受けたも

   の、及びその危険があると考えられるものを早期に収集して、これを分析・評価し、消費者被害の拡大 

   防止と未然防止に役立つ情報を提供する。 

        http://www.kokusen.go.jp/ncac_index.html 

住所： 〒252-0229 神奈川県相模原市中央区弥栄 3-1-1 

電話： 042-758-3161 

住所： 〒108-8602 東京都港区高輪 3-13-22 

電話：  03-3443-6211       

 

④公益財団法人 日本中毒情報ｾﾝﾀｰ 

       化学物質（家庭用品、化学薬品）、医薬品、農薬、動植物成分などによる急性中毒が発生した場合に 

治療に必要な情報を提供する。 

    http://www.j-poison-ic.or.jp/homepage.nsf 

住所：〒305-0005 茨城県つくば市天久保 1-1-1 

一般向け 

大阪中毒 110 番（24 時間対応）： 072-727-2499 

つくば中毒 110 番（9 時～21 時対応）： 029-852-9999 

医療機関向け（１件につき 2,000 円） 

大阪中毒 110 番（24 時間対応）： 072-726-9923 

つくば中毒 110 番（9 時～21 時対応）： 029-851-9999 

 

⑤道府県等の消費生活ｾﾝﾀｰ 

 

⑥PL 相談ｾﾝﾀｰ 

      *化学製品 PL 相談ｾﾝﾀｰ 

       http://www.nikkakyo.org/plcenter/ 

住所： 〒104-0033 東京都中央区新川 1-4-1  住友六甲ﾋﾞﾙ 7 階 

電話： 03-3297-2602  

   *生活用品 PL ｾﾝﾀｰ  

       http://www.gmc.or.jp/pl/gaiyo.html 

住所： 〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町 2-15-2 松島ﾋﾞﾙ 4F  

http://www.caa.go.jp/
http://www.nite.go.jp/index.html
http://www.kokusen.go.jp/ncac_index.html
http://www.j-poison-ic.or.jp/homepage.nsf
http://www.nikkakyo.org/plcenter/
http://www.gmc.or.jp/pl/gaiyo.html
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電話： 03-3639-8881 

      *消費生活用製品 PL ｾﾝﾀｰ 

 http://www.sg-mark.org/plcenter.html 

住所： 〒110-0012 東京都台東区竜泉 2-20-2 ﾐｻﾜﾎｰﾑｽﾞ三ノ輪 2 階 

電話： 03-5808-3303 

                              

 

（６）学会  

 

  ①日本産業衛生学会 （公益社団法人） 

   https://www.sanei.or.jp/ 

   〒160 東京都新宿区新宿 1 ｰ 29 ｰ 8 公衆衛生ﾋﾞﾙ 

   TEL:03-3356-1536 

 

  ②日本中毒学会 （一般社団法人） 

http://jsct-web.umin.jp/ 

   〒164-0001 東京都中野区中野２－２－３ 株式会社へるす出版事業部内  

TEL.03-3384-8123 FAX.03-3380-8627 

        機関誌：中毒研究（へるす出版） 

 

  ③日本リスク研究学会 （一般社団法人） 

    http://www.sra-japan.jp/cms/about/ 

       機関誌：日本リスク研究学会誌（日本リスク研究学会） 

 

④日本皮膚アレルギー・接触皮膚炎学会（一般社団法人） 

   http://www.jsdacd.org/index.html 

      機関誌：Journal of Environmental Dermatology and Cutaneous Allergology 

（日本皮膚アレルギー・接触皮膚炎学会） 

 

 ⑤日本職業・環境ｱﾚﾙｷﾞｰ学会 

   http://oea.umin.jp/index.html 

   〒371-8514 群馬県前橋市昭和町 3 ｰ 39 ｰ 22（群馬大学大学院保健学研究科内） 

   TEL:027-220-8944 

      機関誌：日本職業・環境ｱﾚﾙｷﾞｰ学会誌（日本職業・環境ｱﾚﾙｷﾞｰ学会） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.sg-mark.org/plcenter.html
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（７）製品表示／取り扱い説明書 

    

     製品表示については芳香消臭脱臭剤協議会及び日本ｵｰﾄｹﾐｶﾙ工業会の自主基準に準拠して行い、次の事項

  が明記されていること 

  ①製品名 

       原則として、品名と矛盾しないこと。 

   ②品名 

       イ．品名の表示に関しては次の表の左欄に掲げる区分に準じ、それぞれ同表の右欄に掲げる品名を示す

      文字を用いて表示すること。 

       ロ．複数の区分に該当するものは、品名を示す文字を併記することができる。 

 ハ．消臭剤の区分に該当するものであって、芳香を伴うものは芳香」の文字を併記すること。 

 

 

                      

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

      区        分 

 

 品名を示す文字 

 

空間に芳香を付与するもの          

 

    芳香剤 

 

臭気を化学的又は感覚的作用等で除去又

は緩和するもの 

 

    消臭剤 

 

 

臭気を物理的作用等で除去又は緩和  

するもの 

 

     脱臭剤 

 

 

他の物質を添加して臭気の発散を防ぐ

もの 

 

     防臭剤 

 

              

 

   ③用途 

       イ．用途の表示に関しては次の表の左欄に掲げる区分に準じ、それぞれ同表の右欄に掲げる用途を示す

      文字を用いて表示すること。 

       ロ．複数の区分に該当するものは、用途を示す文字を併記することができる。 

 

          区   分 

 

     用途を示す文字 

 

主に自動車内で使用するもの 

 

       自動車用 

 

主に冷蔵庫内で使用するもの 

 

       冷蔵庫用 

 

主に居間等の室内で使用するもの 

 

       室内用 

 

主にﾄｲﾚで使用するもの 

 

       ﾄｲﾚ用 

 

その他 

 

 

用途を適切に表現した文字 

 

④  成分 

         成分の表示に関しては、有効性（効果）を発揮する成分及びその他の主要な成分を一般名又は化学名 

      で表示すること。ただし、多成分からなる混合物及び成分の特定が化学的に不可能な場合は総称名（例  
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      えば香料、植物精油、植物抽出物等）で表示することができる。 

 

   ⑤内容量 

         イ．適正な内容量の表示に関しては、原則として計量法に準ずるものとする。質量表示にあってはｇ

       又は㎏単位で、体積表示が適切なものにあっては mL 又は L 単位で表示すること。ただし、質量 

表示、体積表示が困難なものにあっては枚、個、ｼｰﾄ等の表示でも差し支えないものとする。 

 

         ロ．複合剤型のものにあっては、それぞれについて表示すること。 

 

   ⑥使用期間等 

         標準的な使用方法に基づく標準的な使用期間又は使用回数を“約”の文字を付して表示すること。 

 

   ⑦使用方法 

         それぞれの製品に合った適切な使用方法を表示すること。 

 

   ⑧注意表示 

         それぞれの製品にあった適切な注意表示をすること。なお、製品の特性に応じて次に掲げる事項以外

    にも注意・警告・対処すべき事項がある場合は自己の責任でその事項を表示すること。 

         イ．使用上・安全上（対人・対物）の注意・警告・対処 

              ①食べてはならないことの注意・警告・対処 

        ②子供の手の届くところに置かないことの注意・警告・対処 

              ③皮膚についたり目に入った場合の注意・警告・対処 

              ④衣類についた場合の注意・警告・対処 

              ⑤使用中換気に留意することの注意・警告・対処 

              ⑥倒れたまま放置するとこぼれることの注意・警告・対処 

              ⑦家財等についた場合の注意・警告・対処 

              ⑧凍結することがあることの注意・警告・対処 

        ⑨火気に近づけないことの注意・警告・対処 

        ⑩高温や多湿のところなどで使用しないことの注意・警告・対処 

⑪正しい使用（効果的な、安全な）に関する注意・警告・対処 

 

         ロ．用途に関する注意・警告・対処 

        ⑫人体に使用しないことの注意・警告・対処 

        ⑬用途以外に使用しないことの注意・警告・対処 

 

         ハ．保管廃棄上の注意・警告・対処 

              ⑭高温になるところ（車中など）に置かないことの注意・警告・対処 

        ⑮水まわりや湿気の多いところに置かないことの注意・警告・対処 

⑯使用後火中に投じないことの注意・警告・対処 

        ⑰使用後の廃棄方法に関する注意・警告・対処 

 

   ⑨製造番号等 

         ﾛｯﾄの追求ができるよう、製造番号又は製造記号を表示すること。 

 

  ⑩事業者名等 

         製造業者名（又は販売業者名）及び住所、電話番号を表示すること。 

         製品表示に当たっては各種法律、自治体の条例などが定める品質表示実施要領を優先して表示する 

   こと。また、上記表示は、最小販売単位ごとに、その容器又は包装の見やすい箇所に、容易に読み取  

    ることができるように表示すること。ただし、容器又は包装に表示することの困難なものにあっては、容 
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易に離れないよう取りつけた下げ札等に表示すること。 

       原則として上記の表示は、使用時においても容易に読み取ることができるよう製品に表示すること。使

用時の製品に表示することが困難なものにあっては、表示がなされている容器又は包装等を使用期間中保

管する旨の表示をすること。 
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（８）エアゾール製品表示関連 

  エアゾール製品の表示に関しては下記の（社）日本エアゾール協会の自主基準「エアゾール製品表示要領」（①、

②、③）および「エアゾール製品に装着する中身排出機構の安全性に関する考え方について」（④）に従い、製

品表示記載例及び⑤の製品表示例を参考にして表示して頂きますようお願い致します。 

 

 （以下、平成９年９月３０日付 日本エアゾール協会自主基準より 抜粋） 

①  エアゾール製品の表示要領 

 

 エアゾール製品の表示に関しては、高圧ガス保安法施行令関係告示第１３９号第４条第３号リに定める表示に

加えて、該当する製品に対する関係団体で規定している表示ガイド及び下記の記載要領を参考にして、自主的に

注意表示の効果的表示の行われることを希望する。 

 

高圧ガス保安法施行令関係告示第１３９号第４条第３号リに定める表示について 

 

１． 火炎長試験による火炎が認められないものであって、かつ、噴射剤として可燃性ガスを使用していない 

もの： 

 

    甲欄 

 

    乙欄 

 

 

 

 

 

 

 

                 （１） 

高温に注意  

高圧ガスを使用しており危険なため、下記の注意を守ること。 

1.高温にすると破裂の危険があるため、直射日光の当たる所や火気等（２） 

  の近くなど温度が40度（３）以上となる所に置かないこと。 

2.火の中に入れないこと。 

3.使い切って捨てること。 

高圧ガス：使用するガスの種類（４）（ガス名称（５）を表示する） 

 

 

２．火炎長試験による火炎が認められるもの、又は噴射剤として可燃性ガスを使用しているもの： 

 

    甲欄 

 

    乙欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （１） 

火気と高温に注意  

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、危険なため、下記の注意を守 

ること。 

1.炎や火気の近くで使用しないこと。 

2.火気を使用している室内で大量に使用しないこと（６）。 

3.高温にすると破裂の危険があるため、直射日光の当たる所や火気等（２） 

  の近くなど温度が40度（３）以上となる所に置かないこと。 

4.火の中に入れないこと。 

5.使い切って捨てること。 

高圧ガス：使用するガスの種類（４）（ガス名称（５）を表示する） 
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注：(1)：赤地を設け、白色の文字で表示する。文字の大きさは、次の通り。 

 

 

 容器容積 

 

 

        甲  欄 

 

 

   乙 欄 

 

 

   漢 字 

 

  かな文字 

 

200mL 以上 

 

16ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

8 ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

8 ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

200mL 未満 

 

 

12ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

 

6 ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

 

6 ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

 

    (2)：火気等の部分は、ストーブ、ファンヒーター等製品の使用される環境に応じ  

     た具体例を表示することができる。 

  (3)：「度」の部分は「℃」と表示することができる。 

  (4)：「使用するガスの種類」の部分は、使用するガスの具体的名称を表示するこ 

         と。ガス名称は、赤色の文字とする。 

         「高圧ガス：使用するガスの種類」の行は、行を改めて記載すること。 

    (5)：ガス名称は次の通りとする。 

       ・ＬＰガス又はＬＰＧ 

             ・ジメチルエーテル又はＤＭＥ 

       ・ＨＦＣ-１３４ａ、ＨＣＦＣ-２２等 

       ・炭酸ガス又はＣＯ２ 

       ・窒素又はＮ２ 

             ・圧縮空気 

       ・混合物の場合は併記する。（例：ＬＰガス／ＤＭＥ） 

    (6)：本注意事項は、屋外のみで使用することを目的としたエアゾールであって、 

     本表示の枠の外に、説明文の文字より大きな文字で、注意表示であること 

     が一目で分かるように、次のように枠をとり明瞭に表示されているものに 

     あっては、省略することができる。当該注意表示は縦書き、横書きの何れ 

     でもよい。 

 

室内で使用しないこと 

 

 

 又は 

 

 

必ず屋外で使用 

 

 

３．二重構造容器については、告示に定める方法に関して、上記記載事項に従って表示を行うこと。 

 

４．告示規定表示に関する平成３年５月の通商産業検査所化学部化学工業品課との打合せ 

  概要（告示改正に伴い一部協会で修正した） 

 (1) 表示事項及び表示方法 

    ①甲欄、乙欄の規定文は、告示とおりとする。 

    ②ラベル全体と表示枠内の色の差が鮮明に異なれば、特に枠で囲む必要はない。 

    ③枠の形は正方形又は長方形とし、鈎形などは読みにくいため避ける。 

  (2) 甲欄の規定文及び表示方法 

    ①「高温に注意」又は「火気と高温に注意」は、同一赤地枠内に記載する。 

    ②甲欄の赤地の色は、できる限り赤に近づけること。 

    ③甲欄の文字の白色は、できる限り白に近づけること。 

    ④容器全体が有色の場合、警告表示が一目で分かるように表示されていること。 

         （例：容器全体が赤色に近いデザインの場合、白枠赤地で白色文字とする等） 
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    ⑤文字の大きさは、表示枠の大きさの制限などによって極端に縦長（縦扁平）の 

     文字にならないようにすること。 

    ⑥文字の太さは、文字が埋没しないような太さにすること。 

  (3) 乙欄の規定文及び表示方法 

     ①規定文は、告示とおりとする。 

     ②前文（「高圧ガスを使用した･･･、下記の注意を守ること。」）と各注意事項は、容器内容積が 

100mL 以上の場合、行を改めて記載する。 

       ③前文は、甲欄表示に続けて記載してもよい。 

    ④各注意事項は続けて記載してもよい。この場合、各注意事項の間は句読点を付す 

         か一字開ける。 

       ⑤各注意事項の前に付してある番号は、例えば、一、１、１．、(1)、①、又は○ 

         、●、・、などの記号を用いてもよい。 

       ⑥容器全体が有色の場合は、地色に対して文字が鮮明に表示されるよに配色されて 

         いること。 

⑦ 文字の大きさは、表示枠の大きさの制限などによって極端に縦長（縦扁平）文字にならないように

すること。 

    ⑧文字の太さは、文字が埋没しないような太さにすること。 

 

  (4)「表示すべき事項」の下位区分の表示 

    ①可燃性ガスを使用していないが、溶剤などによって火炎が認められるおそれがあるものは、甲欄の「火

気と高温に注意」及びこれに伴う乙欄の表示をしても差し支えないものとする。 

 (5)備 考 

       ①告示による表示は、警告表示であることを留意して、原則を優先すること。 

 

（参 考） 

 

１．参考事項に設ける枠は、欠けることのないよう表示すること 

 

               （可）                      （不可）        

 

  高温に注意 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   高温に注意 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高温に注意 高温に注意 
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２．甲欄の表示は分離しないこと 

 

             （可）                   （可）                （不可） 

 

 火気と高温に注意 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火 

気 

と 

高 

温 

に 

注 

意 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火気 

 

と 

 

 

高温 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

に 

 

 

注意 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

②  エアゾール製品の注意事項自主表示例 

 

【保管及び取扱上の注意表示例】 

  ＊直射日光の当たる所、ファンヒーターなどの暖房器具や加熱源の周囲は温度が上がり破裂する危険があるの

で置かないこと。 

  ＊高温にすると破裂するおそれがあり危険です。直射日光の当たる所、ファンヒーター 

  などの暖房器具や加熱源の付近に放置しないこと。 

  ＊暖房器具（ファンヒーター等）の周囲は、温度が上がり破裂する危険があるので置かないこと。 

  ＊ファンヒーターの吹出口などに置くと、温度が上がって破裂するおそれがあり危険です。 

 ＊保管の際は、直射日光の当たる場所や加熱源の付近、錆の発生しやすい水・湿気の多い所では破裂の原因に

なりますので置かないで下さい。 

    （上記の注意事項表示は、告示の乙欄において「火気等」の部分に具体例を表示してある場合は、省略でき

る。） 

  ＊缶の錆を防ぐために、水回りや湿気の多い場所に置かないこと。             

  ＊缶の錆による破裂を防ぐために、水回りや湿気の多い場所に置かないこと。   

  ＊水回りや湿気の多いところに置くと、缶が錆びて中味が漏れたり破裂する危険があるので、置かないこと。

             

  ＊水回りや湿気の多いところに置くと、缶が錆びて破裂する危険があります。            

           

【廃棄上の注意表示例】 

  ＊捨てるときは、火気のない屋外で噴射音が消えるまでボタンを押しガスを抜くこと。          

＊捨てるときは、火気のない屋外で噴射音が消えるまでガスを抜くこと。         

  ＊使い終わったあき缶は、火気のない戸外で噴射音が消えるまでボタンを押してガスを抜き捨てて下さい。  

  ＊中身が完全に吹きでなくなるまで使い切って下さい。         

                                                                 

  （注：語尾は、他の文言との関係で「･･･して下さい」「･･･すること」の何れでもよい）              

 

 

 

 

 

火気と高温に注意  

火

気
と

高

温
に

注

意 

火気  高温 

注意 
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③  圧縮ガスのみを噴射剤に用いるエアゾールに関する自主基準規定 

                                                             平成 ９年１０月 １日制定 

平成２４年 １月１８日改訂 

                                                         一般社団法人 日本エアゾール協会 

1.目 的 

この基準は、高圧ガス保安法の範囲外であり安全規制がかからない圧縮ガスのみを噴射剤として用いる   

エアゾール製品（以下「当該エアゾール」という。）の技術上の基準を規定し、当該エアゾール（使用中    

噴射剤が噴出しない構造の容器に充填されたものを含む）の安全確保を図ることを目的とする。 

  

2.エアゾールの定義 

  「エアゾール」とは、容器に充填された液化ガス（溶剤等と混合したものをいわずガス自身を指す）又は   

圧縮ガスの圧力により、その容器又は他の容器に封入されているそのガス以外の目的物質（香料、医薬、      

殺虫剤等）を噴霧状、又は練歯磨状等に排出する機構を有する製品における当該内容物を言う。 

一般高圧ガス保安規則の基通による定義である。 

 

3.適用範囲 

   当該エアゾールは、その容器内の圧力が高圧ガス保安法第２条１項の規定に該当しない、３５℃で     

１．０ＭＰａ（ゲージ圧力をいう。以下同じ。）未満の圧縮ガスを使用した当該エアゾールに適用する。 

 

参照；高圧ガス保安法第２条１項 

常用の温度において圧力（ゲージ圧力をいう。以下同じ。）が１ＭＰａ以上となる 

圧縮ガスであって現にその圧力が１ＭＰａ以上であるもの又は温度３５度において 

圧力が１ＭＰａ以上となる圧縮ガス（圧縮アセチレンガスを除く） 

容器に充填された当該エアゾールは、次に掲げる基準に適合するものであること。 

 

4.当該エアゾールの噴射剤として用いることができる圧縮ガス 

  窒素、炭酸ガス、アルゴン、ヘリウム、圧縮空気、酸素及び亜酸化窒素等の単体又は混合ガスである         

こと。 

 

5.製品基準 

  容器に充填された当該エアゾールは、次に掲げる基準に適合するものであること。 

  (1)当該エアゾールの製造には、毒性ガス（経済産業大臣が定めるものを除く。）を使用し

ないこと。  

 

   参照：経済産業大臣が定める毒性ガス等（亜酸化窒素を噴射剤として充填することが  

できる加工食品）製造細目告示  第１０条の３  

      一般高圧ガス保安規則第６条２項第７号イ及びコンビナート等保安規則第５条

      第２項第４号イの経済産業大臣が定めるものは、ホイップクリーム類（乳脂肪酸  

      を主成分とする食品又は乳脂肪代替食品を主要原料として泡立てたものをいう。）

      の噴射剤として当該ホイップクリーム類と同一容器内に充填する亜酸化窒素  

      （食品、添加物等の規格基準（昭和三十四年厚生省告示第三百七十号）による  

      成分規格に適合するものに限る。）とする  

 

 (2)容器内容積は、 30mL 以上、 1,000mL 以下であること。 

 

(3)温度 35℃において容器内の圧力が 1.0MPa 未満であり、かつ、内溶液の体積が容器内容積の 90％以下の 

   ものであること。 
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 (4)材料に鋼若しくは軽金属を使用した容器（内容物による腐食を防止するための措置を講じたものに     

限る。）又は内容積 220mL 以下の容器（ガラス製の容器であっては、合成樹脂等によりその内面       

又は外面を被覆したものに限る。）に充填されたものであること。 

 

  (5)温度 50℃における容器内の圧力の 1.5 倍で変形せず、かつ、温度 50℃における容器内                

圧力の 1.8 倍の圧力で破裂しない容器に充填されたものであること。                               

ただし、圧力 1.3MPa で変形せず、かつ、圧力 1.5MPa で破裂しない容器に充填されたものにあっては   

この限りではない。 

 

  (6)容器に充填された当該エアゾールを温度 48℃にしたとき、ガスが漏れないものであること。 

    ただし、製品内容物が温度に敏感で性能が劣化する場合及びプラスチック容器等の温水  

漏洩検査については、代替検査方法で温度条件等について変更することができる。  

   漏洩検査の代替検査方法を行う場合は、事業者独自の基準を定め、総合品質保証シス  

   テムを有していなければならない。  

 

  (7)バルブが突出した容器には、バルブを保護する措置を講じてあるものであること。 

 

  (8)ガスの名称、製造した者の名称又は記号、製造番号及び次号に定める事項を容器（内容積が 30mLを越える

ものに限る）の外面に明示したものであること。 

 

 (9)次の表の左欄に掲げる当該エアゾールの種類に応じて、同表の右欄に掲げる表示すべき事項を、表示する

こと。                                            

                                               

甲欄に掲げる事項 乙欄に掲げる事項 

○文字の大きさ 

日本工業規格 Z8305 に規定する 12 ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 （ひらがなの部分にあっては 6 ﾎﾟｲﾝﾄ以上） 

○火炎が認められないものは当該枠内に白地を設ける 

黒色の文字を用いて、鮮明に表示  

○火炎が認められるものは当該枠内に赤地を設ける 

 白色の文字を用いて、鮮明に表示 

○文字の大きさ 

 日本工業規格 Z8305 に規定する 6 ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

○当該枠内に白地を設ける 

○黒色の文字を用いて、鮮明に表示 

○使用する圧縮ガスの種類は、黒色の文字で表示 
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当該エアゾール

容器の構造  

 

当該エアゾー 

ルの種類 

 

 

表示すべき事項 

 

甲欄 

 

乙欄 

使用中噴射剤が

噴出する構造の

もの・  

使用中噴射剤が

噴出しないもの  

火炎長試験に 

よる火炎が認 

められるも 

の 

 

火気と 

高温に 

注意 

加圧されている製品のため、下記の注意を守ること。 

1.炎や火気の近くで使用しないこと。 

2.火気を使用している室内で大量に使用しないこと。 

3.温度が40度以上となるところに置かないこと。 

4.火の中にいれないこと 

5.使い切って捨てること 

○○使用 

火炎長試験に 

よる火炎が認 

められないもの 

高温に 

注意 

加圧されている製品のため、下記の注意を守ること。 

1.温度が40度以上となるところに置かないこと。 

2.火の中にいれないこと 

3.使い切って捨てること 

○○使用 

  （注）：○○には、窒素、圧縮空気等使用しているガス名を表記すること。 

     ただし、高圧ガス保安法施行令関係告示（平成９年第１３９号）に基づくエアゾールの表示に   

従う場合はこの限りではない。 

 

  （備考） 

    火炎長試験は、エアゾール（以下「試料」という。）の温度を 24℃以上 26℃以下にし、次に        

定める試験装置及び試験方法により行うこととする。 

     ｲ.試験装置 

      食塩による火炎着色装置を付けたバーナー（都市ガス又は液化石油ガスを燃料とするもの         

に限る。）及び試料（容器の噴射口の高さはバーナーの高さと同じにする。）を 15cm の          

間隔に配置する。 

      

ﾛ.試験方法 

     バーナーの火炎の長さを 4.5cm 以上 5.5cm 以下に調節し、噴射された試料の下部が                

  バーナーの火炎の上部三分の一を通過するように行い、火炎が認められるか否かを確認する。 

 

6.付 則 

  (1)当該エアゾールの製造にあたっては、この基準のほかに、消防法、薬事法その他の関係法規を遵守 

   すること。  

 (2)この基準の改廃は、理事会の承認を得て、且つ、経済産業省原子力安全・保安院保安課に報告を    

   したうえで行うものとする。 

 (3)この基準は、平成２４年１月１８日理事会の承認以降に製造するものについて適用する。 

 

7.参 考 

 製造許可について 

当該エアゾールの製造で、充填圧力が常用で 1.0ＭＰａ以上の圧縮ガスをガス充填機で充填する      

ものは、「高圧ガスを使用した製造」を行うことになる。 

 製造設備に係わる技術上の基準、製造の方法が経済産業省令で定める高圧ガス保安法の技術上の基準、  

 細目告示の基準が適用され、高圧ガス保安法の対象となる。 

一般高圧ガス保安規則第６条関連、第６０条関連及びコンビナート等保安規則第５条関連、高圧ガス 

保安法施行令関係告示第４条関連、第１０条関連、第１１条関連の規定に適合しなければならない。 

以上 
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④  エアゾール製品に装着する中身排出機構の安全性に関する考え方について 

 

 (エアゾール缶回収処理システム構築調査報告書～経済産業省)平成 17 年 3 月 

                           改訂平成 17 年 10 月 3 日 

エアゾール製品処理対策協議会 

 

 エアゾール製品に装着する中身排出機構については、製品を使用した後に残留した中身 

を消費者に排出させるという作業をお願いするものであることから、十分な安全性を考慮した以下のような条件

を具備するものを前提とすること。 

なお、大量に使い残したエアゾール製品の処理方法については、製品のタイプごとに安全性、配慮すべき内容等

に違いがあることから、中身排出機構の安全な使用方法についてより具体的にアドバイスするなど各メーカーで

適切に対応すること。 

 

使用条件 

１．中身排出機構は、製品を使い切つてから使用すること。 

２．中身排出機構は、風通しが良く、広く、火の気の無い屋外で、風下に向かつて、人にかからないように使用

すること。 

 

設計条件 

１．中身排出機構は、作業を開始しても使用の途中で停止できる構造であること。 

２．中身排出機構は、作勘させた状態で中身が飛散しないように排出できること。 

３．製品のアクチュエーター(噴射ボタンなど)をそのまま使用する中身排出機構は、火炎長試験で逆火が認めら

れないこと。 

４．不燃性ガス製品、充填物が泡状やゲル状の製品及び可燃性ガスを使用している内容量:100 グラム以下の製

品、二重構造容器には中身排出機構を装着する必要はない。 

 

表示 

１．中身排出機構を使用した製品には、分かりやすく、使用上の注意を表示すること。 

２．中身や噴射剤によつて、ペットや植木等に害を及ぼしたり、衣類や玄関タイル等を汚したりする可能性のあ

るものについては、その点について注意表示をすること。 

３．キャップに原液がたまるものについては、その処理方法について表示をすること。 

４．大量に使い残したエアブール缶の廃棄方法については、メーカー相談室にお問い合わせくださいとの表示を

すること。 

 

                                     ＊同項追加を委員了解。 

 

＊なお、中身排出機構についての名称を「ガス抜きキャップ」に統一する旨の、平成２３年６月  

１日の「呼称の改定について」も補足追加事項である。追加記載について今後委員会で確認する。 
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「廃エアゾール缶等の適正処理及びリサイクルの促進に向けた中身排出機構の装着自主基準」における 

[呼称の改訂について] 

 

制定 平成２３年６月１日 

エアゾール製品処理対策協議会 

事務局 

 

１．目的 

廃エアゾール缶等の適正処理及びリサイクルの促進に向け、エアゾール製品処理対策協議会は中央適正処理 

困難指定廃棄物対策協議会と連携し、「エアゾール製品に装着する中身排出機構の安全性に関する考え方につ

いて」の基準により、平成１８年から中身排出機構等の装着実施を行っているところである。 

今回、中身排出機構の利用促進および消費者が理解しやすく、かつイメージしやすいものとするため、アピー

ル性が高い「呼称」へ改訂を図ることとした。 

 

２．中身排出機構等の呼称 

消費者が使用する際に、理解しやすいようにするため、これまで使用していた「中身排出機構」、「残ガス排

出機構」等の呼称は、エアゾール製品処理対策協議会の決定を踏まえ、中央適正処理困難指定廃棄物対策協議

会の承認を受けたので、「ガス抜きキャップ」へ統ーする。 

 

３．「ガス抜きキャップ」呼称改訂の実施時期 

自主基準の制定を、平成２３年６月１日とし、平成２５年５月３１日までに旧呼称を表示した製品の生産を 

終了すること。 

 

４．「ガス抜きキャップ」を装着したエアゾール製品の表示 

容器本体等（キャップ等を含む）に、「ガス抜きキャップ」と表示すること。 

但し、「ガス抜きキャップ（中身排出機構）」、「ガス抜きキャップ（残ガス排出機構）」、「ガス抜き       

キャップ・ボタン」、等の呼称表示の場合がある。 

 

以上 

                         

 

エアゾール製品処理対策協議会（１３団体）  

  生活害虫防除剤協議会         （社）日本塗料工業会  

  芳香消臭脱臭剤協議会         日本エアゾール容器協議会  

  日本オートケミカル工業会       （社）日本ガス石油機器工業会  

  日本家庭用殺虫剤工業会        日本化粧品工業連合会  

  日本石鹸洗剤工業会          日本製薬団体連合会  

  （社）緑の安全推進協会        （社）日本エアゾール協会  

  日本エアゾルヘアーラッカー工業組合  
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⑤エアゾール製品表示例 

 

  エアゾール製品表示 例１） 

  使用上の注意 

 ・（一般的注意事項） 

 ・直射日光の当たる所、ファンヒーターなどの暖房器具や加熱源の周囲  ←ｴｱ協自主基準１） 

  は温度が上がり破裂する危険があるので置かないで下さい。 

  ・缶の錆を防ぐために、水回りや湿気の多い場所に置かないで下さい。  ←ｴｱ協自主基準１） 

  ・捨てるときは、火気のない屋外で噴射音が消えるまでボタンを押しガ  ←ｴｱ協自主基準１） 

  スを抜いて下さい。 

 ・横向きや逆さまにして使用しないで下さい。  

  ・中身排出機構は、製品を使い切つてから、風通しが良く、広く、火の  ←ｴｱ協自主基準 

  気の無い屋外で、風下に向かつて、人にかからないように使用してく 

  ださい。 

  ・中身排出機構を使用する際には、中身や噴射剤によつて衣類や玄関タ 

  イル等を汚したりする可能性があるので注意してください。 

  ・中身排出機構を使用するとキャップに原液がたまることがあります。 

  その際はティッシュペーパーなどをつめて液がこぼれないように注意 

  してください。   

 ・大量に使い残したエアブール缶の廃棄方法については、メーカー相談 

  室にお問い合わせください。 

 

 

  火気と高温に注意 

                                 

←高圧ｶﾞｽ関連2） 

 

 

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、

危険なため、下記の注意を守ること。 

1.炎や火気の近くで使用しないこと 

。2.火気を使用している室内で大量 

に使用しないこと。3.高温にすると 

破裂の危険があるため、直射日光の 

当たる所や火気等の近くなど温度が 

40度以上となる所に置かないこと。 

4.火の中に入れないこと。5.使い切 

って捨てること。 

高圧ガス：ＬＰＧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品名：芳香剤 用途：室内用 

成分：香料、植物抽出物、エ 

   タノール、非イオン界 

   面活性剤 

内容量：200mL 

 

←(芳)自主基準３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  アルコール類 90mL、火気厳禁、危険等級Ⅱ    ←消防法関連(危険物)4) 

 ＮＥＴ200mL、水溶性 

 

 

 

 

 

 

火気と高温に注意 
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  エアゾール製品表示 例２） 

使用上の注意 

  ・（一般的注意事項） 

  ・暖房器具（ファンヒーター等）の周囲は、温度が上がり破裂する危険  ←ｴｱ協自主基準１） 

  があるので置かないで下さい。 

  ・水回りや湿気の多いところに置くと、缶が錆びて中身が漏れたり破裂  ←ｴｱ協自主基準１） 

  する危険があるので置かないで下さい。 

  ・使い終わったあき缶は、火気のない戸外で噴射音が消えるまでボタン  ←ｴｱ協自主基準１） 

  を押してガスを抜き捨てて下さい。 

 ・横向きや逆さまにして使用しないで下さい。                     

 

   高温に注意  
                                 

←高圧ｶﾞｽ関連2) 

 

 

高圧ガスを使用しおり、危険なため 

、下記の注意を守ること。 

1.高温にすると破裂の危険があるた 

め、直射日光の当たる所や火気等の 

近くなど温度が40度以上となる所に 

置かないこと。2.火の中に入れない 

こと。3.使い切って捨てること。 

高圧ガス：圧縮空気 

 

 

 

 

 

 

 

 

品名：消臭剤 用途：トイレ用 

成分：植物抽出物、香料、エタ 

   ノール、非イオン界面活 

   性剤 

内容量：200mL 

 

←(芳)自主基準３） 

 

 

 

 

  

 

 

  エアゾール製品表示 例３） 

  使用上の注意 

 ・（一般的注意事項） 

 ・直射日光の当たる所、ファンヒーターなどの暖房器具や加熱源の周囲  ←ｴｱ協自主基準１） 

  は温度が上がり破裂する危険があるので置かないで下さい。 

  ・缶の錆を防ぐために、水回りや湿気の多い場所に置かないで下さい。  ←ｴｱ協自主基準１） 

  ・捨てるときは、火気のない屋外で噴射音が消えるまでボタンを押しガ  ←ｴｱ協自主基準１） 

  スを抜いて下さい。 

 ・横向きや逆さまにして使用しないで下さい。                     

 

  火気と高温に注意 

 

←高圧ｶﾞｽ関連2） 

 

 

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、

危険なため、下記の注意を守ること。 

1.炎や火気の近くで使用しないこと 

。2.火気を使用している室内で大量 

に使用しないこと。3.高温にすると 

破裂の危険があるため、直射日光の 

あたる所や火気等の近くなど温度が 

40度以上となる所に置かないこと。 

4.火の中に入れないこと。5.使い切 

って捨てること。 

高圧ガス：ＬＰＧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

品名：消臭剤 用途：室内用 

成分：植物抽出物、香料、エ 

   タノール、非イオン界 

   面活性剤 

内容量：200mL 

 

←(芳)自主基準3） 

 

 

 

 

  

 

  室内用消臭剤 100mL         ←消防法関連(指定可燃物)4） 

高温に注意 

火気と高温に注意 
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  例１、２、３あくまでも表示例であり、実施の際には関連法規等十分にご確認の上、表示頂きますようお願

いします。 

 

注 1)（社）エアゾール協会自主基準（平成９年９月）等（Ⅴー１，２，３，４） 

    前述の資料参照 

 

注 2)高圧ガス取締法・同法施行令：第三条（適用除外） 

  通商産業省告示第５１７号（平成九年九月十七日）： 

  高圧ガス保安法施行令関係告示（平成九年通商産業省告示第百三十九号）の一部改訂 

 

注 3)一般消費者用   芳香・消臭・脱臭剤の自主基準（芳香消臭脱臭剤協議会） 

                                 

注 4)消防法、危険物の規制に関する政令、危険物の規制に関する規則 等 

 危険物の種類、量等の表示     

 例 1)アルコール類 90mL（危険物   

 例 2)室内用消臭剤 100mL（指定可燃物） 

                                 

                 ｴｱｿﾞｰﾙ缶中の原液量を表示する（噴射剤は含まない） 

 

 

 

  火気と高温に注意  

 

←赤地に白文字 

 容器の容積        漢字     かな 

  200mL以上    16ﾎﾟｲﾝﾄ以上   8ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

  200mL未満     12ﾎﾟｲﾝﾄ以上  6ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 

←枠を設け、白地に黒文字等鮮明に 

 容器の容積 

 200mL以上     8ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

 200mL未満      6ﾎﾟｲﾝﾄ以上 

  容器内容積が100mL以上の場合は各注意事項 

 を前文（「高圧ガス・・・」）とは行を改め 

  めて記載する。 

   

  ガスの種類を記載（赤字） 

 

 

高圧ガスを使用した可燃性の製品であり、

危険なため、下記の注意を守ること。 

1.炎や火気の近くで使用しないこと 

。2.火気を使用している室内で大量 

に使用しないこと。3.高温にすると 

破裂の危険があるため、直射日光の 

あたる所や火気等の近くなど温度が 

40度以上となる所に置かないこと。 

4.火の中に入れないこと。5.使い切 

って捨てること 

高圧ガス：ＬＰＧ 

 

                                                                 

（備考）                         

 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律（規制基準概要） 

 

有害物質  

 

用 途 

 

対象家庭用品 

 

基準 

 

備考 

 

塩化ﾋﾞﾆﾙ 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

ﾒﾀﾉｰﾙ   

 

 

噴射 

溶剤 

溶剤 

溶剤 

 

 

家庭用ｴｱｿﾞﾙ製品 

家庭用ｴｱｿﾞﾙ製品 

家庭用ｴｱｿﾞﾙ製品 

家庭用ｴｱｿﾞﾙ製品 

 

 

検出せず 

0.1%以下 

0.1%以下 

5W/W%以下 

 

 

S49.10.1から適用 

S58.10.1から適用 

S58.10.1から適用 

S57. 4.1から適用 

 

 

火気と高温に注意 
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（９）事業者によるエアゾール製品の安全廃棄処理指針 

                                                                       平成９年１１月２０日 

                        エアゾール製品処理対策協議会 

 

はじめに 

 本紙指針は、消費者の手に届かずに処理せざるを得ない製品を廃棄処理する場合に適用します。 

 これらの廃棄処理しなければならない製品は、内容物が入っているので、一般的には容器を壊し、内容物を取

り除き、容器はスクラップ剤、内容物は廃液として、それぞれリサイクル又は産業廃棄物として、処理されます。 

 この過程において注意しなければならないことは、家庭で使用される場合とは異なり、内容物の入っているも

のが１度にしかも大量に処理されることです。この場合、安全なエアゾールも、不適切な取り扱いによって極め

て危険なものに変わります。放出されるＬＰガス等の可燃性ガスと内容物による引火、火災、爆発の危険の可能

性が予測されます。 

 産業廃棄物処理に伴う多くの危害を回避するためには、エアゾール製品の特性をよく理解し、適切に設備され

た施設で処理を行わなければなりません。 

 廃棄物の処理に関しては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、事業者の責務（第３条第１項）及

び事業者の処理（第１２条）が規定されており、また、産業廃棄物の運搬または処分を他人に委託する場合の基

準（第１２条第３項）及び違反した場合の罰則（第２６条）が規定されています。 

 したがって、これらの諸規定を十分に認識するとともに、エアゾール製品を大量に廃棄処理する場合に安全を

確保するために事業者において考慮すべき事項を掲げて、当該処理に係る適切な処理及び事故の防止を図るため

の指針とします。 

 

Ⅰ．事業者自ら廃棄処理を行う場合の留意事項 

 

（１）エアゾール製品の廃棄処理は、着火源となる火気や静電気の発生を防止するために、以下の条件を備え 

  たエアゾール製品の廃棄のための処理施設で行わなければならない。 

      ア 粉砕機等の電気を使用した設備が防爆構造となっていること。 

   イ 処理に使用する機械器具については、静電気が帯電して火花が発生しないように、接地その他静電 

    気を確実に除去するための措置が講じられていること。 

（２）処理するエアゾール製品から放出された可燃性ガスが爆発の危険がある濃度に達しないように以下の措 

  置を講ずること。 

   ア 換気の良い場所を選ぶとともに、排出された可燃性ガスが滞留しないような換気設備を備えること。 

   イ ガス濃度探知機を備え、定期的に可燃性ガスの濃度を測定すること。 

   ウ 一度に多量にガスが排出しないように、あらかじめ時間当たりの処理量を定め、これを遵守するこ 

    と 

（３）処理を行う場所では、火花、若しくはアークを発生し、または高温になって点火源となるおそれのある 

  機械又は火気を使用してはならないこと。 

（４）処理を行う場所は、爆発等の災害が発生した場合を配慮して、民家その他の施設に対して安全な距離を 

  保つこと。 

（５）内容物についても、引火性が高く可燃性を有するものが多いので、危険物に準じて取り扱うこと。 

（６）処理責任者を定めて、常に監督を怠らないようにすること。 

（７）処理を行う場合、消防法、労働安全衛生法など他の関連法規の主旨をよく理解し、安全作業に努めるこ 

  と。 

 

Ⅱ．廃棄を委託する場合の留意事項 

 

  エアゾール製品の廃棄処理を産業廃棄物処理業者に委託する場合は、廃棄処理の最終責任が委託者にある 

 ことを自覚し、産業廃棄物処理業者において処理作業が安全に行われることを確保するために、次の手続  

  きを行うこと。 
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（１）処理業者に、下記に記載してある事項及び委託するエアゾール製品の性状について必要な情報を提供し 

  安全な取り扱いについて十分な情報を提供すること。 

  ［廃棄処理時に考慮すべき事項］ 

      ①エアゾール製品は可燃性のガスが使用されていることが予想されること。 

①  燃性液化ガスは、気化して多量の可燃性蒸気を発生させること。 

②  液化ガスの蒸気は、通常空気より重く、容易に大気中に拡散せず、特に窪地等に滞留する可能性が高

いこと。 

   ③放出された内容液も可燃性のものが多く、また、少量の液化ガスが溶解していること。 

（２）事業者は実際に処理業者の現場を確認し、前記「Ⅰ．事業者自ら廃棄処理を行う場合の留意事項」に掲げ

る措置が採られており、エアゾール製品を安全に処理できることを自ら確認すること。 

(３) 処理終了後は、委託した製品が確実に処理されたこと、処理後の廃液等が法に準拠して処分され

たことを確認するとともに、処理完了報告書を受領しておくこと。 
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（1０）香料原料の毒性 SUMMARY 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）香料原料の毒性SUMMARY（IFRAスタンダードより一部抜粋、2017年7月時点）

毒性があるもの 感作性を示すもの 光毒性があるもの 光感作性を示すもの 神経毒性があるもの 好ましくない生理的影響のあるもの
禁止 Nitrobenzene Acetyl isovaleryl Fig leaf absolute 4,6-Diethyl-8-tert-butylcoumarin Acetyl ethyl tetramethyl tetralin Allyl isothiocyanate

Alantroot oil Verbena oil 7-Methoxycoumarin Musk ambrette Chenopodium oil
Anisylidene acetone 6-Methylcoumarin Cinnamylidene acetone
Benzylidene acetone 7-Methylcoumarin 3,7-Dimethyl-2-octen-1-ol
Carvone oxide 4-Methyl-7-ethoxycoumarin Diphenylamine

Colophony Musk ambrette
Ethyleneglycol monoethyl ether &
acetate

Costus root oil, absolute & concrete
Ethyleneglycol monomethyl ether
& acetate

Diethyl maleate Furfurylidene acetone
2,4-Dihydroxy-3-methylbenzaldehyde Massoia bark oil
Dimethyl citraconate Massoia lactone
Ethyl acrylate Methyl methacrylate
Fig leaf absolute 2-Nonynoic acid ester類
trans-2-Heptenal 2-Octynoic acid esters類
Hexahydrocoumarin Phenyl benzoate
trans-2-Hexenal diethyl acetal
trans-2-Hexenal dimethyl acetal
Hydroabietyl alcohol
6-Isopropyl-2-decalol
7-Methoxycoumarin
alpha-Methyl anisylidene acetone
Methyl crotonate
Pentylidene cyclohexanone
Pseudoionone
Pseudomethylionone類
Verbena oil

制限 Benzene p-tert-Butyldihydrocinnamaldehyde
5-Acethyl-1,1,2,3,3,6-
hexamethyl indan

Cinnamic alcohol Angelica root oil
Cinnamic aldehyde Bergamot oil expressed
Citral Bitter orange oil expressed
Dihydrocoumarin Citrus oil類
Farnesol Cumin oil
trans-2-Hexenal Grapefruit oil expressed
alpha-Hexylidene cyclopentanone Lemon oil coldpressed
Hydroxycitronellal Lime oil expressed
Isocyclogeraniol Methyl N-methylanthranilate
Isoeugenol Rue oil
Melissa oil
Menthadiene-7-methyl formate
Methoxy dicyclopentadiene
carboxaldehyde
2-Methoxy-4-methylphenol
Methyl heptadienone
Methyl heptine carbonate
p-Methylhydrocinnamic aldehyde
Methyl octine carbonate
Oak moss extract類 & Tree moss
extract類
1-Octen-3-yl acetate
Opoponax
Perilla aldehyde
Peru balsam extracts and distillates
Phenylacetaldehyde
Propylidene phthalide
2,6,6-Trimethylcyclohex-1,3-Dienyl
Methanal
Thea leaf absolute
1-(Trimethylcyclohexenyl &
cyclohexadienyl)-2-buten-2-ones類
Verbena absolute
Vetiver oil, acetylated

規格 Savin oil Limonene
Nootkatone
Pinacea derivatives
Sclareol

＊IFRA実施要綱は原則、2年に1回修正され、その具体的内容であるIFRAスタンダードは「禁止」「制限」「規格」の3種類がある。最新情報は次のサイトにて確認できる。
http://www.ifraorg.org/en-us/standards#.WW2TnU-weUk
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（11）配合成分について 

                                                      平成１０年８月５日 

 

      芳香・消臭・脱臭・防臭剤の処方例 

 

                          芳香消臭脱臭剤協議会 事務局 

＜芳香剤処方例＞ 

１．ゲルタイプ （水ベース）                                      

 カラギーナン１）                                      2.0    w/w% 

 ポリビニルアルコール                              0.1-0.5 

  非イオン界面活性剤２）                              0.1-10.0 

 香料                                              3.0-8.0 

 防腐剤                                            適 

 色素                                              適 

  水                                                残      

                                                  100.0 

 

 1)カラギーナン                                   

  水ベースのゲル基剤としては他にゼラチン、寒天、ジェランガム、ウレタンなどがある。ゲル物性を向上 

させる目的で糖類、ガム類などが添加されることがある。 

  2)非イオン界面活性剤 

    非イオン界面活性剤としてはﾎﾟﾘｵｷｼｴﾁﾚﾝｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ、ﾎﾟﾘｵｷｼｴﾁﾚﾝｱﾙｷﾙﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ、ﾎﾟﾘｵｷｼｴﾁﾚﾝｿﾙﾋﾞﾀﾝ脂肪酸ｴｽ

 ﾃﾙ、ﾎﾟﾘｵｷｼｴﾁﾚﾝ脂肪酸ｴｽﾃﾙなどが使用される。 

 

２．ゲルタイプ（オイルベース） 

 １２－ヒドロキシステアリン酸１）                    2.0-5.0  w/w% 

 香料                                              1.0-10.0 

 酸化防止剤（ＢＨＴなど）                          適 

 色素                                              適 

 Ｄ－リモネン                                      残           

                                                  100.0 

 

 1)１２－ヒドロキシステアリン酸 

    オイルベースのゲル基剤としては他にステアリン酸、シリコーン、天然ＷＡＸ、ポリエチレンＷＡＸなど 

がある。 

 

３．液体タイプ 

 香料                                              3.0-5.0    w/w% 

 エチルアルコール                                  0.0-10.0 

 グリコールエーテル                                0.0-10.0 

 非イオン界面活性剤１）                               3.0-10.0 

 ＵＶ吸収剤                                        適 

 防腐剤                                            適 

 色素                                              適 

 水                                                残              

                                                  100.0 
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   1)非イオン界面活性剤 

  非イオン界面活性剤としてはﾎﾟﾘｵｷｼｴﾁﾚﾝｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ、ﾎﾟﾘｵｷｼｴﾁﾚﾝｱﾙｷﾙﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙなどが使用される。場合に  

よってはﾎﾟﾘｵｷｼｴﾁﾚﾝｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ硫酸ﾅﾄﾘｳﾑのような陰イオン界面活性剤も併用される。 

 

 ４．フィルムタイプ 

 香料                                             30-70  w/w% 

 イソパラフィン系溶剤                             残            

                                                  100.0 

 

  上記混合物を香料透過性のないフィルムでできた袋に充填し、更にその袋を香料透過性のあるフィルムででき

た袋に入れる。中の袋をブレイクすると香りが出始める。 

 

 ５．キャンドルタイプ 

 香料                                             3.0-8.0  w/w% 

 色素                                             適 

 酸化防止剤                                       適 

 ＵＶ吸収剤                                       適 

  パラフィンワックス                               残              

                                                 100.0 

 

６．含浸タイプ 

 香料                                             3.0-70.0 w/w% 

 イソパラフィン系溶剤                             残            

                                                 100.0 

 

 上記混合物を濾紙、素焼きなどに含浸させて使用する。 

 

７．エアゾールタイプ 

 （原液） 

  香料                                            0.1-3.0 w/w% 

 変性無水エタノール                              残             

                                               100.0 

  （噴射剤） 

 ＬＰＧ、ＤＭＥ、炭酸ガス、ＨＦＣなどの噴射剤を用いる 

  原液：噴射剤＝１０：９０～７０：３０ 

 

＜消臭剤処方例＞ 

１．ゲルタイプ 

 高吸水性樹脂１）                             1.0-3.0   w/w% 

 両性界面活性剤系消臭剤                          1.0-5.0 

 植物抽出エキス（消臭剤）                        1.0-10.0 

 色素                                            適 

  防腐剤                                           適 

 水                                               残            

                                                100.0 

 

  1)高吸水性樹脂 

  高吸水性樹脂としてはﾎﾟﾘｱｸﾘﾙ酸及びその塩類、ﾎﾟﾘｱｸﾘﾙｱﾐﾄﾞ、ｲｿﾌﾞﾁﾚﾝｰﾏﾚｲﾝ酸共重合体、ﾎﾟﾘｱﾙｷﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ

 などがある。 
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２．エアゾールタイプ 

 （原液） 

   植物抽出エキス（消臭剤）                      0.1-10.0 w/w% 

  変性無水エタノール                            残             

                                               100.0 

  （噴射剤）                                   

  ＬＰＧ、ＤＭＥ、炭酸ガス、ＨＦＣなどの噴射剤を用いる 

  原液：噴射剤＝１０：９０～７０：３０ 

 

３．ガンスプレータイプ 

  安定化二酸化塩素                             5.0-10.0 w/w% 

  水                      残             

                                              100.0 

 

４．シートタイプ（１） 

  鉄フタロシアニンオクタカルボン酸 

  銅カルボキシセルロース 

  植物抽出エキス 

上記混合物を不織布でサンドイッチ状にしたもの 

 

５．シートタイプ（２） 

  イソシアヌル酸ナトリウムを不織布でサンドイッチしたもの 

 

＜芳香・消臭剤処方例＞ 

１．トイレ用芳香消臭防汚剤（入れるタイプ） 

  非イオン界面活性剤１）                10.0-80.0  w/w% 

  香料                                         1.0-10.0 

  色素                                         3.0-10.0 

  キレート剤                                   適 

  酵素                                         適               

                                               100.0 

 

  1)非イオン界面活性剤 

   ｴﾁﾚﾝｵｷｻｲﾄﾞ・ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｵｷｻｲﾄﾞﾌﾞﾛｯｸ共重合体、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙｼﾞｱﾙｷﾙｴ

  ｽﾃﾙなど 

 

２．トイレ用芳香消臭防汚剤（置くタイプ） 

  非イオン界面活性剤１）                10.0-80.0 w/w% 

  陰イオン界面活性剤２）                         適 

  香料                                         5.0-20.0 

  色素                                         3.0-10.0 

  キレート剤                                   適 

    酵素                                         適              

                                               100.0 

 

    1)非イオン界面活性剤 

      ｴﾁﾚﾝｵｷｻｲﾄﾞ・ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝｵｷｻｲﾄﾞﾌﾞﾛｯｸ共重合体、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙｼﾞｱﾙｷﾙｴ

  ｽﾃﾙなど 

    2)陰イオン界面活性剤 
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   ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸ﾅﾄﾘｳﾑ、ｱﾙｷﾙ硫酸ｴｽﾃﾙﾅﾄﾘｳﾑ、αｰｵﾚﾌｨﾝｽﾙﾎﾝ酸ﾅﾄﾘｳﾑなど 

 

３．エアゾールタイプ 

  （原液） 

  変性無水エタノール                           残       w/w% 

  植物抽出エキス（消臭剤）                     0.1-10.0 

  香料                                         0.1-5.0            

                                               100.0 

  噴射剤） 

  ＬＰＧ、ＤＭＥ、炭酸ガス、ＨＦＣなどの噴射剤を用いる 

  原液：噴射剤＝１０：９０～７０：３０ 

 

＜消臭・脱臭剤処方例＞ 

１．シートタイプ 

  硫酸第一鉄 

  活性炭 

  ゼオライト 

  有機酸 

   

＜脱臭剤＞ 

 １．置き型タイプ 

   ヤシガラ活性炭、ゼオライト、シリカゲルなどを１種または複数組み合わせて容器にいれたもの    

             

 

＜防臭剤＞ 

  パラジクロロベンゼン                              残     w/w% 

 粉末香料                     0.1-1.0         

                                                  100.0 

以上 

 

 

     問い合わせ先： 

 

  芳香消臭脱臭剤協議会 事務局 

  〒567-0057 

  大阪府茨木市豊川1丁目30番3号 

  Tel  072-641-5965  

fax  072-641-5966 
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（12）米国のおけるＶＯＣ規制について 

 

       米国では EPA(Environmental Protection Agency)によって作成された" National Volatile Org-    

      anic Compound Emission Standards for Consumer Products"が 1998 年 9 月 11 日に施行された。この  

      規制が導入された背景には VOC と窒素酸化物(NOx)が光の存在下で反応し、ｽﾓｯｸﾞを発生させ、その中    

      に含まれる有害なｵｿﾞﾝが人体、動物、農作物 、森林など生態系に悪影響を及ぼすことが懸念されて     

      いることがある。これら有害なｵｿﾞﾝの発生を抑制するため、ｵｿﾞﾝ発生の原因物質である一般消費者      

      用製品からの VOC 排出を規制することによって環境汚染を防ごうとしており、この規制導入により年    

      間 9 万ﾄﾝの VOC 削減が見込まれている。 

      この目標を達成するために各商品ｶﾃｺﾞﾘｰ毎に VOC 含有量の上限が定められている。例えば芳香剤では  
        
     Single-phase*        70 W/W %  
     Double-phase**     30    
     Liquids/pump sprays   18    
     Solids/gel         3    
       となっている。 

      （注） 
        *  使用前に容器を振る必要がない、均一な単層の液体成分を含有したｴｱｿﾞｰﾙﾀｲﾌﾟの芳香剤 
       **  ｴﾏﾙｼﾞｮﾝを形成させるために使用前に容器を振り、各層を混合させて使用する 2 層あるいはそれ  

以上の液体成分を含有したｴｱｿﾞｰﾙﾀｲﾌﾟの芳香剤 
 
   ＜ＶＯＣの定義について＞ 

    ・2 重量%を越えないﾚﾍﾞﾙで製品に配合されている香料は VOC の重量%計算に含めない。 
    ・芳香剤の VOC 成分が 100%香料原料である場合は本規定から除外。 
    ・以下の VOC は本規制に該当しない。 
     ①20℃での蒸気圧が 0.1mmHg 以下のもの。 
     ②もし、蒸気圧が不明な場合は炭素数が 12 以上からなるもの。 
     ③もし、蒸気圧が不明な場合は 20℃以上の融点を有する物質及び昇華しないもの。 
 

    蒸気圧に関する情報は原料供給会社から提供を受けることができる。混合物の場合は混合物中に含まれる 
 それぞれの構成成分ついてその濃度及び蒸気圧を同定する必要はない。 

 

      詳しくは EPA のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ参照のこと。 

    https://www.epa.gov/stationary-sources-air-pollution/consumer-products-national-     

volatile-organic-compound-emission 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.epa.gov/stationary-sources-air-pollution/consumer-products-national-%20%20%20%20volatile-organic-compound-emission
https://www.epa.gov/stationary-sources-air-pollution/consumer-products-national-%20%20%20%20volatile-organic-compound-emission
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(13) IFRA 実施要綱（Code of Practice）について 

IFRA 実施要綱とは 

 

IFRA 実施要綱とは、IFRA（International Fragrance Association）が作成する香粧品香料素材の自主基準を

示す。IFRA は 1973 年に世界各国 10 協会（日本含む）により設立され、現在では約 20 か国＊の協会が会員と

なっている。スイスのジュネーブを本部とし、ブリュッセルに実質的な活動拠点がある。http://www.ifraorg.org/ 
＊ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、スペイン、スイス、トルコ、イギリス、南アフリカ、米国、カナダ、

ブラジル、コロンビア、メキシコ、アルゼンチン、日本、オーストラリア・ニュージーランド、シンガポール、

インドネシア、韓国、中国 

 

IFRA はその時代や状況に合わせて常に変革を進めている（組織変更等含む）。近年、活動内容が多岐にわたり、

又、その内容がより専門化（高度化）しており、様々な委員会やタスクフォース等が存在し、ETC（Executive 

Technical Committee）が統括している。安全性に関係するものとしては、リスク管理タスクフォース、GHS

タスクフォース、職場安全健康環境委員会などが挙げられ、IFRA 実施要綱（スタンダード）に関してはリスク

管理タスクフォースが主に担当している。 

 

一方、RIFM（Research Institute for Fragrance Materials）は 1966 年、米国ニュージャージーで設立された、

香粧品香料の安全性を調査・研究する国際的研究機関である。世界各国の香料会社や化粧品製造会社等が会員と

なっており、2016 年には 50 周年を迎えている。http://www.rifm.org/ 

 

現在は、IFRA 実施要綱（スタンダード）の修正は原則 2 年に一回行われている。この IFRA 自主基準の策定に

おいて、RIFM はリスク評価を担当し、その科学的根拠に基づいて IFRA がリスク管理（IFRA 自主基準）する、

という役割を担っている。RIFM では科学的なデータ収集や評価等を行い、RIFM エキスパートパネルにその内

容の判断を仰いでいる。RIFM エキスパートパネルは、それぞれの分野における世界的な専門家（大学教授など）

から成る、独立した専門家パネルである。http://fragrancesafetypanel.org/ 

このように IFRA 自主基準は、独立した第三者専門家パネルによる判断プロセスも経た上で策定されている。  

 

IFRA スタンダードは、通常、個別の香料成分について一品一葉の形式で示され、IFRA ウェブサイトでも全て

公開されている。日本香料工業会では、以前は IFRA ガイドラインという形で日本語で纏めていたが、今では

IFRA 実施要綱と個別のスタンダードがウェブ上で公開されているため、それをそのまま遵守するという形で済

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.ifraorg.org/
http://www.rifm.org/
http://fragrancesafetypanel.org/
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（1４）香料・香粧品成分の接触による皮膚刺激性・皮膚感作性・抗原性に

ついての文献情報 

１.日本における報告 （1985-1999） 

１ 

TITLE:   ジェニパーによる接触皮膚炎の１例 

AUTHORS: 三田敏子他 

SOURCE:  Environ Dermatol 6(Suppl.1):65,1999 

 

２ 

TITLE:   オレガノ、バジルによる接触皮膚炎の１例 

AUTHORS: 田水智子他 

SOURCE:  Environ Dermatol 6(Suppl.1):66,1999 

 

３ 

TITLE:   タイガーバーム、清涼油による白斑黒皮症の１例 

AUTHORS: 岡 恵子他 

SOURCE:  Environ Dermatol 6(Suppl.1):67,1999 

 

４ 

TITLE:   Two cases of contact dermatitis due to propolis  

         - Patch testing with fragrances detected in propolis by GC-MS 

AUTHORS: Kato Y, Sugiura M, Hayakawa R, et al 

SOURCE:  Environ Dermatol 6(4):231-236,1999 

 

５ 

TITLE:   Allergen explanation: Geraniol 

AUTHORS: Iwasa M 

SOURCE:  Environ Dermatol 6(3):190,1999 

 

６ 

TITLE:   A case of photoallergic contact dermatitis to fragrances in aftershave cream 

AUTHORS: Tani A, Hozumi H, Miyoshi H, et al 

SOURCE:  Environ Dermatol 6(2):105-109,1999 

 

７ 

TITLE:   Allergen explanation: Eugenol 

AUTHORS: Iwasa M 

SOURCE:  Environ Dermatol 6(2):110,1999 

 

８ 

TITLE:   線香に含まれていた sandal wood oil による接触皮膚炎の１例 

AUTHORS: 西井貴美子他 

SOURCE:  Environ Dermatol 5(Suppl.1):71,1998 

９ 

TITLE:   香料による光アレルギー性接触皮膚炎の１例 

AUTHORS: 谷 暁子他 

SOURCE:  Environ Dermatol 5(Suppl.1):101,1998
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10 

TITLE:   Allergen explanation: Jasmin oil 

AUTHORS: Iwasa M 

SOURCE:  Environ Dermatol 5(4):263,1999 

 

11 

TITLE:   Allergen explanation: Bergamot oil - Bergaptene free 

AUTHORS: Iwasa M 

SOURCE:  Environ Dermatol 5(3):196,1999 

 

12 

TITLE:   Allergen explanation: Farnesol 

AUTHORS: Iwasa M 

SOURCE:  Environ Dermatol 5(2):135,1999 

 

13 

TITLE:   精油のプロフィール・化学インデックス・安全性インデックス 

AUTHORS: Tisserand R, Balacs T (高山林太郎訳) 

SOURCE:  精油の安全性ガイド（下巻）、フレグランスジャーナル、東京、1998 

 

14 

TITLE:   基本的な芳香医療物質 

AUTHORS: Jollois R (高山林太郎訳) 

SOURCE:  フランス・アロマテラピー大全（下巻）、pp44-197、 

     フレグランスジャーナル、東京、1998 

 

15 

TITLE:   室内環境中のハプテンアレルゲンの分布 

AUTHORS: 鹿庭正昭 

SOURCE:  Environ Dermatol 4(Suppl.1):64-65,1997 

 

16 

TITLE:   Six cases of contact dermatitis from menthol and peppermint oil 

AUTHORS: Tsunoda T, Deguchi M, Manome H 

SOURCE:  Environ Dermatol 4(4):283-290,1997 

 

17 

TITLE:   Contact cheilitis due to peppermint oil and menthol in toothpaste 

AUTHORS: Nishioka K, Murata M, Ishikawa T 

SOURCE:  Environ Dermatol 4(1):43-47,1997 

 

18 

TITLE:   A case of allergic contact dermatitis from clove oil in incense 

AUTHORS: Kuwano A, Sugai T 

SOURCE:  Environ Dermatol 3(4):352-356,1996 

 

19 

TITLE:   Historical data: Summary of past group studies: 1.  

         Determination of patch test concentration for geraniol  
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         (1982, Ref.1) and cinnamic alcohol/aldehyde (1983, Ref.2);  

         2. An incidence of positive reactions to 2% benzyl salicylate  

         in Riehl's melanosis patients seen in 1982 and 1983 (Ref.1 and 2) 

AUTHORS: Yoshikawa K 

SOURCE:  Environ Dermatol 3(3):201-203,1996 

 

20 

TITLE:   Two cases of contact allergy due to 1-menthol 

AUTHORS: Yamamura M, Hayakawa R, Suzuki M, et al 

SOURCE:  Environ Dermatol 3(2):85-90,1996 

 

21 

TITLE:   Historical data of the JSCD: Group study IV: Determination of  

         the optimal concentrations of cis-3-hexenal and trans-2-hexenal  

         in patch testing 

AUTHORS: Itoh M 

SOURCE:  Environ Dermatol 3(2):113-119,1996 

 

22 

TITLE:   Incidence of positive reactions to cosmetic products and their  

         ingredients in patch tests and a representative case of cosmetic  
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（1５）抗菌製品によるアレルギー事例 

 

原因抗菌剤       アレルギー症状  原因製品       報告年 

 

＜四級アンモニウム塩系抗菌剤＞ 

 塩化ベンザルコニウム 接触皮膚炎    手指殺菌剤      1990  

 塩化ベンゼトニウム  接触皮膚炎    手指殺菌剤      1991    

＜アミノ酸系抗菌剤＞ 

 アルキルジアミノグリシン塩酸塩（テゴ－５１） 

              接触皮膚炎    手指殺菌剤      1989 

＜ビグアナイド系抗菌剤＞ 

 グルコン酸クロルヘキシジン（ヒビテン） 

               接触皮膚炎    手指殺菌剤      1986 

            アナフィラキシー  

            接触じんましん  手指殺菌剤      1989 

            接触皮膚炎    手指殺菌剤      1991 

            アナフィラキシー  抗菌カテーテル      1997 

＜フェノール系抗菌剤＞ 

 2,4,4'-トリクロロ-2'-ヒドロキシジフェニルエーテル 

 （イルガサンＤＰ－３００，トリクロサン） 

            接触皮膚炎    手指殺菌剤      1980 

＜イソチアゾリノン系抗菌剤＞ 

 5-クロロ-2-メチル-4-イソチアゾリン-3-オン（ＭＣＩ）（ケーソンＣＧ） 

            接触皮膚炎       冷感タオル           2012 

                                       (PVA 製タオル)       

2-メチル-4-イソチアゾリン-3-オン（ＭＩ）       

            接触皮膚炎    殺菌防腐剤      1987,1989,1990, 

                    （香粧品）       1991,1992 

           接触皮膚炎        冷感タオル            2012 

                                       (PVA 製タオル) 

2-n-オクチル-4-イソチアゾリン-3-オン（ＯＩＴ、ケーソン８９３） 

            接触皮膚炎    殺菌防腐剤         1992,1996 

                    （塗料、接着剤）   （ｽﾍﾟｲﾝ､ﾄﾞｲﾂ） 

            接触皮膚炎    冷却パッド      2010  

                     （冷却ｼﾞｪﾙの防腐剤） 

           接触皮膚炎        冷感タオル            2012 

                                       (PVA 製タオル) 

1,2-ベンズイソチアゾリン-3-オン（ＢＩＴ） 

            接触皮膚炎    殺菌防腐剤         1990 

                                        （切削油、塗料） 

＜アルデヒド系抗菌剤＞ 

 α-ブロモシンナムアルデヒド（ＢＣＡ） 

            接触皮膚炎    湿気取り          1987 

                                        （防カビマット） 

            接触皮膚炎    靴のにおいとり    1998 

                    （防カビシート） 
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＜有機ヒ素系抗菌剤＞  

 10,10'-オキシ-ビス(フェノキシ)アルシン 

            接触皮膚炎    椅子         1997 

                    （ビニルレザー製表地） 

＜ピリジン系抗菌剤＞  

 2,3,5,6-テトラクロロ-4-(メチルスルホニル)ピリジン 

            接触皮膚炎    椅子         1997 

                    （ビニルレザー製表地） 

接触皮膚炎      デスクマット     2007  

              （抗菌仕様デスクマット） 
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                                                                    Feb.08.'00 

 （1６）香料原料、香粧品及び抗菌製品の吸入毒性文献一覧         

             

Ⅰ．香料原料 

１．以下の単品香料の吸入毒性に関する文献は数回にわたり Foods and Cosmetics Toxicology に特集された 

  Fragrance raw materials monographs(RIFM［Research Institute of Fragrance Materials］)より抜粋し

  た。 

 

 1)Butyl Benzoate 

  ・Smyth H. F., Jr, Carpenter C. P., Weil C. S. & Pozzani U. C.(1954). Range finding toxicity 

   data. List V. Archs ind. Hyg. 10, 61 

 

  2)n-Valeraldehyde 

    ・Fassett, D. W.(1963). Aldehydes and acetals. In Industrial and Hygiene and Toxicology.2nd Ed.

   Edited by F. A. Patty. Vol. Ⅱ, p.1968. Interscience Publishers, New York. 

   ・Salem, H. & Cullumbine, H.(1960). Inhalation toxicities of some aldehydes. Toxic. appl. 

  Pharmac. 2, 183. 

  ・Amoore, J. E. Forrester, L. J. & Pelosi. P.(1976). Specific anosmia to isobutyraldehyde:   

  the malty primary odor. Chem. Senses Flav. 2, 17.  

  ・Johansson, B. Drake, B. Berggren, B. & Vallentin, K.(1973). Detection thresholds. Eeffect of

   stimulus presentation order and addition of blanks. Ⅰ. Odor of pentanal and hexanol. 

   Lebensmittel.-Wiss. Technol. 6, 115. 

 

  3)Triethylene Glycol 

  ・Robertson, O. H., Loosli, C. G., Puck, T. T., Wise H., Lemon, H. M. & Lester, W., Jr.(1947).

   Tests for the chronic toxicity of propylene glycol and triethylene glycol on monkeys and rats

   by vapour inhalation and oral administration. J. Pharmac. exp. Ther. 91,52. 

    ・Goldstein, I., Dumitru, E., David, V. & Melinte, L.(1970). Toxicity of glycol derivatives.    

   Igiena 19, 209. 

    ・Harris, T. M. & Stokes. J.(1945). Summary of a 3-year study of the clinical application of 

   disinfection of air by glycol vapor. Am. J. med. Sci. 209, 152. 

 

  4)Methyl p-Toluate 
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Ⅲ．抗菌製品の吸入毒性など 

  

１．韓国の加湿器用除菌剤の回収についての情報提供 

  ・2011 年 12 月 27 日 「平成２２年度家庭用品等に係る健康被害病院モニター報告」より  

    加湿器用除菌剤で使用されている PHMG（ﾎﾟﾘﾍｷｻﾒﾁﾚﾝｸﾞｱﾆｼﾞﾝ）や PGH（ｵﾘｺﾞ(2-(2-ｴﾄｷｼ) 

ｴﾄｷｼｴﾁﾙ ｸﾞﾗﾆｼﾞｳﾑｸﾛﾗｲﾄﾞ)を吸入すると､肺損傷を引き起こすとして、韓国保健福祉省が  

製造事業者へ回収命令を出した。 
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